
平 成 １ ７ 事 業 年 度

事 業 報 告 書

自 平成１７年４月 １日

至 平成１８年３月３１日

独立行政法人労働者健康福祉機構
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成する 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成する 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置
ためとるべき措置 ため取るべき措置

１ 機構の組織・運営体制の見直し １ 機構の組織・運営体制の見直し １ 機構の組織・運営体制の見直し １ 機構の組織・運営体制の見直し
業務の効果的実施等の観点から次のとおり適 機構の業務運営を効率的かつ効果的に実施す 機構の運営業務を効率的かつ効果的に実施す 機構の運営業務を効率的かつ効果的に実施するため、次のとおり

宜弾力的に見直しを行うこと。 るため、次のとおり取り組む。 るため、次のとおり取り組む。 取組を行った。

（１）労災病院の全国的・体系的な勤労者医療に （１）本部役職員と施設の管理者間の施設運営に （１）本部役職員と施設の管理者間の施設運営に （１）施設運営支援、経営指導体制の強化を図るため、次のような取
おける中核的役割の推進、産業保健推進セン 関する協議、施設の経営分析に基づく指導の 関する協議、施設の経営分析に基づく指導を 組を行った。
ターの産業保健関係者への支援活動等の機能 強化など、本部の施設運営支援・経営指導体 充実するため、引き続き本部の組織の見直し
強化のため、本部の施設に対する業務運営支 制を強化する。 を行い、施設運営支援・経営指導体制の強化 ① 施設に対する本部の運営支援・経営指導体制の強化
援・経営指導機能などのマネジメント機能を 特に労災病院については、病院毎の財務分 を図る。
強化すること。 析・情報提供を推進する。 特に労災病院については、個々の病院毎に ア 経営方針の職員への浸透度のフォローアップ

経営分析指標に基づく財務分析を行うととも 全ての職員一人一人に、機構の抱える課題と経営状況及びそ
に、これに基づく経営指導・支援を行う。 の対策について理事長名文書を配布した（１７年９月、１８年

２月 。）
また、年２回の院長会議及び副院長・事務局長・看護部長会

議等の本部主催会議（計３０回）において、職員一人一人に周
知徹底し、各施設において具体的取組を実施するよう指示する
とともに、理事長又は役員が施設に出向き、運営会議や技師会
総会等で各職種代表者に対して機構運営方針の説明を行った。

一方、各病院においても機構の運営方針について職員の理解
度を高めるため、職場懇談会の場で院長が機構の運営方針を説
明したり、職種ごとの意見交換会の開催や院内報へ運営方針の
解説の掲載を行った。

イ 施設に対する運営支援・経営指導体制の強化
理事会（週１回）のほか、経営改善推進会議（隔週開催）を

開催し、中期目標・中期計画を確実に達成するため、施設が取
り組むべき事項や方向性を示した運営の基本方針を策定し施設
に対して指導を実施した。

運営の基本方針
・ 労災病院群後期臨床研修制度」「
・ 看護体制の確保・充実に関する指針」「
・ 労災病院間派遣交流制度」「
・ 労災病院間転任推進制度」「
・ 医事業務機能の強化に関する指針」「
・ 外部機関等研修制度」「
・ 個人別役割確認制度」等「

また、体制面においても医療事業部に設置した経営指導課を
拡充し、新たな部レベルとしての経営企画室を設置し、個々の
労災病院の経営分析指標に基づく経営指導・支援を強化した。

併せて各労災病院における経営企画機能の強化を図るため、
各病院に経営企画課を設置することを決定した。

さらに、アスベスト問題に対応するため、本部にアスベスト
疾患総合対策本部を設置するとともに、労災病院にアスベスト
疾患センターを設置する等、機動的な対応を行った。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

② 労災病院に対する経営指導・支援
本部の施設運営支援・経営指導体制の下で、個々の病院毎に患

者数の推移、病床利用率、診療科別収支率、人件費等の経営分析
指標に基づく財務分析を行うとともに、次の措置を講じた。

ア 本部に設置する経営改善推進会議において、医師・看護師確
保対策等の支援制度を構築するとともに、昨年度に引き続き、
より高点数の施設基準の取得、地域医療連携の強化、病床削減
を含む効率的な医療提供体制を検討し、実施。薬品・診療材料

。 。・衛生材料の共同購入を導入 併せて職員給与引き下げを実施

イ 本部・病院間の協議（病院協議）において、運営状況及び目
、 、標達成のための具体的取組 中長期的な経営見通し等について

病院毎に協議を実施し、平成２０年度までの経営目標を策定。

ウ 経営改善病院に対して、昨年度に引き続き、毎月「経営改善
進捗状況報告書」を提出させ、継続的なフォローアップを実施
するとともに、亜急性期病床・障害者病棟の導入・病床の削減
等を指示し改善を図った。

また、計画の見直しが必要とされる病院については、本部主
導による「経営改善計画書」の再提出及び協議を実施。

上記の取組の結果、収支差は１６億円改善（平成１６年度△
）。 、 。８億円 著しく改善した病院については 指定の解除を検討

エ 上記「ウ」の経営改善病院の他、病院協議において決定した
年度計画の達成が危惧される病院（計画達成危惧病院）につい
ては、実地調査及び協議を実施し改善に向けての行動計画を策
定。

（２）役員の業績、職員の勤務成績、法人の事業 （２）外部機関等を活用して情報を収集し、新た （２）平成１６年度に引き続き、新たな制度の導 （２）新たな制度の導入に向け次のような取組を行った。
実績、社会一般の情勢等を反映した人事・給 な人事・給与制度を速やかに導入する。 入に向け、詳細設計を行うとともに、評価者
与制度を導入すること。 研修等を行う。 ① 施設別勤務実績の給与への反映拡大

施設別業務実績の導入について理事長名文書を職員一人一人に
配付するなど、職員のモチベーションとモラールの維持・向上に
配慮しつつ、前年度の施設別業務実績（医療事業収支率）を反映
した給与制度を導入。

※医療事業収支率＝医療事業収入÷医療事業費×１００
勤勉手当の支給月数に次の係数を乗じる

医療事業収支率 係 数
以上 ：１．２110
以上 未満：１．１105 110
以上 未満：１．０100 105

以上 未満 ：０．９95 100
未満 ：０．８95
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

② 給与構造の見直し
医師以外の職員俸給２．５％カットと管理職手当の定額化によ

る年功的な給与制度の見直し。

③ 管理職に対する「個人別役割確認制度」の導入の決定
施設及び部門の業務目標の達成を確実なものとするため、管理

職について個人別の役割目標を設定した「個人別役割確認制度」
の導入を決定。

２ 一般管理費、事業費等の効率化 ２ 一般管理費、事業費等の効率化 ２ 一般管理費 退職手当を除く については ２ 一般管理費・事業費等の効率化（ 。） 、
中期目標期間の最終年度において、特殊法人 一般管理費（退職手当を除く ）については 業務委託の推進等人件費の抑制、節電・節水に （１）一般管理費・事業費の節減。

時の最終年度（平成１５年度）に比し、一般管 人件費の抑制、施設管理費の節減を図り、中期 よる省資源・省エネルギーなど日常的な経費節 ① 一般管理費（退職手当を除く ）については、平成１６年度に。
理費（退職手当を除く ）については１５％程 目標期間の最終年度において、特殊法人時の最 減、競争入札の積極的な実施等に努める。 比べ△３．４％の節減（対１６年度縮減額△７３２百万円：対。
度、また、事業費（労災病院、医療リハビリテ 終年度（平成１５年度）の相当経費に比べて１ また、事業費（労災病院、医療リハビリテー １５年度△６．９％節減）を実施した。
ーションセンター及び総合せき損センターを除 ５％程度の額を節減する。 ションセンター及び総合せき損センターを除 主な縮減の取組事項は以下のとおりである。
く ）については５％程度節減すること。 また、事業費（労災病院、医療リハビリテー く ）については、物品の統一化を行うことに。 。

ションセンター及び総合せき損センターを除 よる物品調達コストの縮減、保守契約内容の見 ア 人件費の抑制
く ）については、物品調達コストの縮減、在 直し等により節減に努める。 本部による指導のもと、事務職員数の抑制を図るとともに下。
庫管理の徹底、業務委託契約・保守契約の見直 記の取組により人件費を△３３３百万円縮減した。

、 、し等により 中期目標期間の最終年度において
特殊法人時の最終年度（平成１５年度）の相当 ・医師以外の職員俸給２．５％カット

． 、 （ ）経費に比べて５％程度の額を節減する。 ・賞与０ １４月分カット 管理職加算半減 １７年６月実施

イ 業務委託費の縮減
清掃面積や清掃回数の変更、電話交換及び事務補助の業務履

行時間の変更等契約内容の見直しを実施したこと等により、業
務委託費を平成１６年度に比べて△５７百万円縮減した。

ウ 競争入札の積極的な実施
競争入札の更なる実施に努めた結果、平成１７年度の入札件

数は平成１６年度を１０件上回り、契約額は平成１６年度に比
べ△２３百万円縮減した。

エ その他の取組
以上の取組に加えて、以下の取組により一般管理費の縮減に

努めた。

・定期購読誌の見直し、プリンタートナーのリサイクル製品の
使用、インターネットを利用した購入手段の活用等による消
耗器材費の縮減（△１８百万円）

・電話回線契約の見直し、宅配業者のメール便の活用等による
通信運搬費の縮減（△６百万円）

・節水バルブの利用等による光熱水費の縮減（△３百万円）



- 4 -

中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

② 事業費（労災病院、医療リハビリテーションセンター及び総合
せき損センターを除く）については、平成１６年度に比べ
△２．２％の節減（対１６年度縮減額△１１５百万円：対１５年
度△６．２％節減）を実施した。

主な節減の取組事項は以下のとおりである。

ア 学生諸費の縮減
看護専門学校において、学生食を廃止すること等により、学

生諸費を平成１６年度に比べて△２６百万円縮減した。

イ 社会復帰指導員業務費の縮減
社会復帰指導員の業務のうち、産業殉職者調査について、本

部一括調査に変更したこと等により、社会復帰指導員業務費を
平成１６年度に比べて△１５百万円縮減した。

ウ 賃借料の縮減
産業保健推進センターにおいて、平成１６年度に引き続き契

約交渉の強化・徹底を実施するとともに、より安価な事務所へ
の移転を行ったこと等により、賃借料を平成１６年度に比べて
△１５百万円縮減した。

エ 印刷製本費の縮減
産業保健推進センターにおいて、広報誌を近隣センターで共

、 、同制作したこと 印刷物の部数・仕様を見直したこと等により
印刷製本費を平成１６年度に比べて△７百万円縮減した。

オ 業務委託費の縮減
清掃業務委託において、清掃面積や清掃回数等の見直しや給

食業務委託において委託業務量見直しを行ったこと等により業
務委託費を平成１６年度に比べて△６百万円縮減した。

カ その他の取組
以上の取組に加えて、下記の取り組みにより事業費の縮減に

努めた。
・メール便等安価な発送手段利用による通信運搬費の縮減。
（△５百万円）
・コピー機、ＦＡＸ等の保守についてスポット契約へ変更し

たこと等による保守料金の縮減 （△５百万円 。）
・節電・節水の取組強化及び契約電力の変更による光熱水費

の縮減（△３百万円 。）

なお、医療リハビリテーションセンター及び 医療リハビリテーションセンター及び総合せ （２）医療リハビリテーションセンター及び総合 （２）医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの運
総合せき損センター運営業務については、費用 き損センターにおける運営費交付金の割合につ せき損センターについては、市場価格調査の 営費交付金の割合の低下
節減に努めることにより、その費用のうち運営 いては、物品調達コストの縮減、在庫管理の徹 積極的な実施による物品調達コストの縮減等 医師以外の職員俸給２．５％カット及び職員賞与０．１４月分
費交付金の割合を低下させること。 底等による費用節減に努めることにより、中期 により、その費用のうち運営費交付金の割合 カット並びに、共同購入による薬品調達コストの縮減、節水バル

、 、目標期間の最終年度において、特殊法人時の最 の低下に努める。 ブの導入による光熱水費の節減等により 運営費交付金の割合を
終年度（平成１５年度）に比べて５ポイント程 平成１６年度に比べ０．２ポイント低下させた （対１５年度△。
度低下させる。 ３．５ポイント低下：１６～１７年度の２年間で中期計画の７０

％を達成）
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

３ 労災病院の再編による効率化 ３ 労災病院の再編による効率化 ３ 労災病院の再編による効率化 ３ 労災病院の再編による効率化
労災病院については 「特殊法人等整理合理 労災病院の再編（統廃合）については 「特 （１ 「労災病院の再編計画 （平成１６年３月 （１）珪肺労災病院及び大牟田労災病院の廃止、 、 ） 」

化計画 （平成１３年１２月１９日閣議決定） 殊法人等整理合理化計画 （平成１３年１２月 ３０日厚生労働省策定）において平成１７年 平成１７年度が廃止予定時期であった珪肺労災病院及び大牟田」 」
及び「労災病院の再編計画 （平成１６年３月 １９日閣議決定）及び「労災病院の再編計画」 度が廃止期限とされた珪肺労災病院及び大牟 労災病院は、それぞれの「労災病院統廃合実施計画」に基づき廃」
３０日厚生労働省策定）に基づき、３７病院を （平成１６年３月３０日厚生労働省策定）に基 田労災病院については、個々の「労災病院統 止に係る業務を適切に進め、平成１８年３月３１日をもって廃止
３０病院（５病院 を廃止し４病院を２病院に づき、統廃合の対象病院毎に「労災病院統廃合 廃合実施計画」に基づき廃止に係る業務を進 した。
統合する）とする労災病院の再編を、定められ 実施計画」を策定し、定められた期限までに着 め、平成１８年３月３１日までに廃止する。
た期限（平成１９年度）までに行うこと。 実に進める。 ① 珪肺労災病院

なお 労災病院の統廃合の実施に当たっては ア 平成１６年４月から地元関係者等と連絡会議を開催し、同年、 、
当該地域における医療の確保、産業保健活動の ８月に学校法人獨協学園獨協医科大学（以下「獨協医科大学」
推進等に十分配慮するとともに、当該労災病院 という ）への移譲が最も望ましいとする「珪肺労災病院の移。
の受診患者の診療や療養先の確保及び職員の雇 譲に係る要望書」が地元関係者から提出されたことを受け、平
用の確保等に万全を期す。 成１７年２月に獨協医科大学、栃木県、地元関係市町村、機構

の４者間で「基本合意書」を締結し、移譲に係る具体的な協議
を進めた。

その結果、同年８月に獨協医科大学を移譲先として決定し、
「基本協定」を締結した上で、平成１８年４月１日をもって獨
協医科大学へ移譲した。

イ 移譲に当たっては、珪肺労災病院の診療機能が基本的に承継
、 （ 、 、されるとともに 地域が要望する診療機能 産婦人科 小児科

脳卒中対策としての神経内科、脳神経外科）の整備に応えられ
るよう配慮し、基本協定において、入・通院中の患者について
は、患者の意向を踏まえ移譲後の新病院で診療を継続すること
とした。

ウ 病院職員については、機構の施設において雇用の場を確保す
ることを大前提に雇用確保対策を進めるとともに、基本協定に
おいて、移譲後の新病院への再就職を希望する職員については
獨協医科大学が最大限の配慮をすることとした。その結果、約
６割の職員が移譲後の新病院への再就職を希望し、ほぼ全員が
採用された。また、機構内の転勤に応じられない職員及び移譲
後の新病院への再就職を希望しない職員については、就職先紹
介等の支援を行った。

エ 移譲まで診療機能を適切に維持するとともに、赤字幅の拡大
を抑えるべく医師の確保に努め、移譲先となった獨協医科大学
から医師の派遣を得た。

オ 移譲に伴う獨協医科大学への病院資産の譲渡については、不
動産管理細則第２７条、物品管理細則第２３条及び不動産鑑定
評価等所定の手続きに従い、厚生労働大臣の認可を受け、市場
価格を踏まえた鑑定評価を行うことにより適正な価額で譲渡し
た。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

② 大牟田労災病院
ア 「労災病院の再編計画」において、大牟田労災病院の設置経

緯 「炭鉱災害による一酸化炭素中毒に関する特別措置法」の、
趣旨及びＣＯ中毒患者の療養の現状を踏まえた対応を検討する
こととされたことから、厚生労働省とともにＣＯ中毒患者への
対応方法について協議するほか、平成１６年１１月に地元関係
者等と連絡会議を開催し、大牟田労災病院廃止後の地域医療の
確保やＣＯ中毒患者対策等に関する情報交換を行った。その結
果、平成１７年１２月、厚生労働省が「ＣＯ中毒患者に係る特
別対策事業」を委託する事業者候補として選定した財団法人福
岡県社会保険医療協会（以下「財団」という ）を移譲先とし。
て決定し 「基本協定」を締結した上で、平成１８年４月１日、
に財団へ移譲した。

イ 移譲に当たっては、ＣＯ中毒患者に対する診療機能が承継さ
れるとともに、高次脳機能障害に対応した診療機能の整備に応
えられるよう配慮し、基本協定において、入・通院中の患者に
ついては、患者の意向を踏まえ移譲後の新病院で診療を継続す
ることとした。

ウ 病院職員については、機構の施設において雇用の場を確保す
ることを大前提に雇用確保対策を進めるとともに、基本協定に
おいて、移譲後の新病院への再就職を希望する職員については
財団が最大限の配慮をすることとした。その結果、約７割の職
員が移譲後の新病院への再就職を希望し、全員が採用された。

また、機構内の転勤に応じられない職員及び移譲後の新病院
への再就職を希望しない職員については、就職先紹介等の支援
を行った。

エ 移譲まで診療機能を適切に維持するとともに、赤字幅の拡大
を抑えるべく医師の確保に努め、近隣の九州労災病院及び熊本
労災病院から応援医師を派遣した。

オ 移譲に伴う財団への病院資産の譲渡については、不動産管理
細則第２７条、物品管理細則第２３条及び不動産鑑定評価等所
定の手続きに従い、厚生労働大臣の認可を受け、市場価格を踏
まえた鑑定評価を行うことにより適正な価額で譲渡した。

（２）平成１８年度及び１９年度を予定時期とす （２）平成１８年度及び平成１９年度の統廃合に向けた準備
る統廃合対象病院については、統廃合に向け
た準備を進める。 ① 岩手労災病院（平成１８年度廃止予定）

ア 地元関係者等と２回の連絡会議を開催するなど協議を重ねた
結果、花巻市が病院資産を取得した上で、市が策定した医療構
想に沿った適切な医療機関を選定する、という市の方針に沿っ
て調整した。

イ 移譲まで診療機能を適切に維持し、経営基盤を安定させるた
め医師の確保に努め、関係大学を訪問して医師の派遣を得ると
ともに、労災病院における医師派遣制度を活用し、大阪労災病
院から医師を派遣した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

② 筑豊労災病院（平成１９年度廃止予定）
ア 平成１６年度に引き続き、平成１７年１１月に地元関係者等

と連絡会議を開催した結果、地元１市４町が設置した後医療検
討委員会の答申を踏まえ、受け皿となる医療機関を合併後の新
市において検討するよう調整した。

イ 移譲まで診療機能を適切に維持し、経営基盤を安定させるた
め医師の確保に努め、従来からの関連大学医局以外にも医師派
遣を要請するとともに、社団法人地域医療振興協会から医師の
派遣を得た。

③ 美唄・岩見沢労災病院及び九州・門司労災病院（平成１９年度
統合予定）

ア 管理面・組織面での統合の具体的な形及び運用方法を検討中
である。

イ 各病院の特色ある診療機能の整備を検討中である。

４ 休養施設及び労災保険会館の運営業務の廃止 ４ 休養施設及び労災保険会館の運営業務の廃止 ４ 休養施設及び労災保険会館の運営業務の廃止 ４ 休養施設及び労災保険会館の運営業務の廃止
休養施設及び労災保険会館については 「特 休養施設及び労災保険会館の廃止については、 「特殊法人等整理合理化計画 （平成１３年 「特殊法人等整理合理化計画 （平成１３年１２月１９日閣議決、 」 」

殊法人等整理合理化計画 （平成１３年１２月 「特殊法人等整理合理化計画 （平成１３年１ １２月１９日閣議決定 に基づき 休養施設 水 定）に基づき、平成１７年５月３１日に休養施設「水上荘」を平成」 」 ） 、 「
」（ ）、「 」 「 」 。１９日閣議決定）に基づき、平成１７年度末ま ２月１９日閣議決定）に基づき、定められた期 上荘 群馬県水上町 別府湯のもりパレス １７年１１月３０日に休養施設 別府湯のもりパレス を廃止した

でに全て廃止すること。 限までに着実に進める。 （大分県別府市）及び労災保険会館（東京都文 また、平成１８年３月３１日に労災保険会館を廃止した。
京区 を平成１８年３月３１日までに廃止する 廃止に当たっては、地元自治体・労働局への廃止通告、利用者へ） 。

の周知、職員の雇用対応など適切な業務に努めた。



- 8 -

中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す
務の質の向上に関する事項 務の質の向上に関する目標を達成するためと 務の質の向上に関する事項 る事項

るべき措置
１ 業績評価の実施、事業実績の公表等 １ 業績評価の実施、事業実績の公表等 １ 業績評価の実施、事業実績の公表等 １ 業績評価の実施、事業実績の公表等

業績評価を実施し業務運営へ反映させるとと （１）中期目標期間の初年度に、外部有識者を含 （１）業務の質の向上に資するため、内部業績評 （１）業績評価の実施
もに、業績評価の結果や機構の業務内容を積極 む業績評価委員会を設置し事業毎に事前・事 価に関する業績評価実施要領に基づき、機構
的に公表し、業務の質及び透明性の向上を図る 後評価を行い、業務運営に反映する。また、 自ら業務実績に対する評価を行い翌年度の運 ① 内部業績評価実施要領に基づき業績評価制度を全面的に実施し
こと。 業績評価の結果については、ホームページ等 営方針を作成するとともに、外部有識者によ た。全ての事業（８ＢＳＣ ・施設毎（１００ＢＳＣ ・労災病） ）

で公表する。 り構成される業績評価委員会による業務実績 院の部門毎（１０００ＢＳＣ）にバランス・スコアカード（以下
に対する事後評価及び翌年度運営方針に対す 「ＢＳＣ」という）の手法を用いた内部業績評価を実施し、平成
る事前評価を実施し、その結果を業務運営に １７年１１月に全ての評価単位において上半期評価を実施した。
反映する。 上半期評価での自己評価と管理者評価に基づき、目標と実績に乖

離がある事項に関しては、フォローアップを行うとともに、改善
策について翌年度の運営方針に反映させた （決算期評価につい。
ては、平成１８年６月に実施した ）。

併せて、内部業績評価制度の定着を目指し、ＢＳＣに対する職
、 。員の理解度を調査し 理解度の低い施設に対して指導等を行った

また、外部有識者による業績評価として 「業績評価委員会」、
（１２月開催）において平成１７年度の上半期業務実績の事後評
価、平成１８年度機構運営方針の事前評価を実施し、業務の改善
に反映させた。

なお 「業績評価委員会」の業績評価の結果については、ホー、
ムページ等で公表した。

平成１７年度業績評価委員会評価結果（抜粋）
・ 経営分析の一層の推進について検討すべき」「
・ 経営方針や目標の職員への周知について、ＢＳＣ等の「

取組みを継続し、情報の共有化に努めるべき」

評価結果に対する対応
・平成１８年度から、各労災病院に経営分析や経営戦略の策

定等を専門に行う経営企画課を設置することを決定
・全職員に対するアンケート調査の実施、ＢＳＣ活動活性化

に向けた指導及び管理職に対する「個人別役割確認制度」
の導入を決定

② 平成１７年度において内部業績評価制度を実施したことによ
り、以下の具体的改善効果が得られた。

ア 財務の視点
・損益額 △１２８億円（ ） → △７３億円（ ）H16 H17

対前年度５５億円改善

イ 利用者の視点
・患者満足度 ７８．６％（ ） → ７８．９％（ ）H16 H17
・勤労者予防医療センター利用者からの評価

８１．７％（ ） → ９０．６％（ ）H16 H17
対前年度８．９ポイント増
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

ウ 質の向上の視点
・優秀な人材の確保

「労災病院群後期臨床研修制度」の策定
「看護体制の確保・充実に関する指針」の策定

・医療安全の推進
「医療安全チェックシート」の全病院導入
「労災病院間医療安全相互チェック制度」の導入
「医療事故データ公表基準」の策定

・ＤＰＣ導入病院の準備の加速
１７年度ＤＰＣ調査協力病院 １１病院

・クリニカルパス策定件数
２，１６３件（ ） → ２，６８４件（ ）H16 H17
対前年度２４．１％増

・患者紹介率
３８．６％（ ） → ４２．３％（ ）H16 H17
対前年度３．７ポイント増

エ 効率化の視点
・薬品品目数

５０，３６４件（ ） → ４６，４６３件( )H16 H17
対前年度３，９０１品目削減

オ 学習と成長の視点
・職員満足度（職員アンケート）

理念・基本方針への共感：２．０ポイント増
研修・教育に対する取組：３．８ポイント増

・職員の能力開発の推進
「労災病院間派遣交流制度」の策定
「労災病院間転任推進制度」の策定
「外部機関等研修制度」の策定

・経営分析の一層の推進
各病院に経営企画課を設置することを決定

（２）毎年度決算終了後速やかに事業実績をホー （２）業務の透明性を高めるため、決算終了後速 （２）業務実績の公表
ムページ等で公開することにより、業務の透 やかに業務実績をホームページ等で公開する 業績評価の結果、事業の業務実績をホームページで公表し、電
明性を高めるとともに、広く機構の業務に対 とともに、業務内容の充実を図るため、広く 子メールにより広く機構の業務に対する意見・評価を求めた。メ
する意見・評価を求め、これらを翌年度の事 機構の業務に対する意見・評価を求め、これ ールにて届けられた意見については、翌年度の運営方針に反映さ
業運営計画へ反映させることを通じて、業務 らを翌年度の事業運営へ反映させる。 せるとともに、質問者に対して回答を行った。
内容の充実を図る。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

２ 療養施設の運営業務 ２ 療養施設の運営業務 ２ 療養施設の運営業務 ２ 療養施設の運営業務
（１）勤労者医療の中核的役割の推進 （１）勤労者医療の中核的役割の推進 （１）勤労者医療の中核的役割の推進 （１）勤労者医療の中核的役割の推進

中期目標期間の初年度に、勤労者医療に関 勤労者医療に関する臨床研究機能、予防活 勤労者医療の中核的役割を推進するため、 勤労者医療の中核的役割を推進するため、勤労者医療総合セン
する臨床研究機能、予防活動機能、地域支援 動機能、地域支援機能を集約し、各機能を組 労災疾病研究センターにおいて行う臨床研究 ターの活動のうち、労災疾病研究センターでは下記①のとおり取、
機能を集約するとともに、各機能を組織的・ 織的・計画的に推進するため、次のとおり取 勤労者予防医療センターにおいて行う予防活 り組んだ。

（ ） 、計画的に推進すること。 り組む。 動及び勤労者医療の地域支援の推進を図るた 勤労者予防医療センターの活動については評価シート ５ に
め設置する地域医療連携室において行う地域 地域医療連携室の活動については評価シート（６）に記載してい
支援の各機能を集約した勤労者医療総合セン る。
ターでは、次のとおり取り組む。 特にアスベスト問題に関する取組については、アスベストによ

、 、 、る健康被害の救済に向けて 国や社会の要請に応えるため 診断
治療のみならず研究や研修等さまざまな観点から、次のような取
組を行った。

・ アスベスト関連疾患の診断・治療及び症例の収集を行う医療
機関として、２３の労災病院にアスベスト疾患センターを設置
した。このうち、全国７ブロックの拠点となる７センターをブ
ロックセンターと位置付け、労災指定医療機関を始め他の医療
機関の支援を行った。アスベスト疾患センターにおける活動実
績は以下のとおり。

相 談 ２４，４０２名（産保センター相談者数含む）
健康診断 １３，９００名
診 療 ３，９６３名
講習会等 １５１件

・ 従来の労災疾病等１２分野の一つである「粉じん等による呼
吸器疾患」分野研究の中から 「石綿曝露による肺がん及び悪、
性中皮腫例の調査研究」を独立させることにより、新たに「ア
スベスト関連疾患」分野を立ち上げ、重点的取組を強化するこ
ととした。具体的な研究成果は以下のとおり。

・中皮腫は石綿曝露と相当の因果関係あり
・治療方法として早期診断に基づく外科的切除が最良の

方法
・石綿曝露の医学的所見として胸膜プラーク、石綿小体

の存在が重要

「 」 、（ ）・ 粉じん等呼吸器疾患分野 の研究者が中心となって 独
産業医学総合研究所の研究者等からの協力を得て、実地医家向
けに診断方法等を解説した「アスベスト関連疾患日常診療ガイ
ド」を発刊した （１８年２月）。

総発行部数 １０，０００部（１８年５月現在）
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

① 労災疾病に係る研究・開発及びその成果の ① 労災疾病に係る研究・開発及びその成果の ① 労災疾病に係る研究・開発及びその成果の ① 労災疾病に係る研究・開発及びその成果の普及の推進を図るた
普及の推進産業活動に伴い、依然として多く 普及の推進 普及の推進 め、各労災疾病研究センターにおいて、中期計画の別紙１２分野
の労働災害が発生している疾病、又は産業構 中期目標に示された１２分野毎に別紙のと 労災疾病に係る研究・開発及びその成果の の研究テーマ毎に、ア～ウの取組を行った。
造・職場環境等の変化に伴い、勤労者の新た おり研究テーマを定めるとともに、研究・開 普及の推進を図るため、各労災疾病研究セン
な健康問題として社会問題化している疾病に 発、普及の効果的な推進を図るため、次のよ ターにおいて、中期計画の別紙１２分野の研
ついて、別紙の１２分野の課題に応じて研究 うな取組を行う。 究テーマ毎に、次のような取組を行う。
の方向性を定め、労災疾病に係るモデル医療
やモデル予防法の研究・開発、普及に取り組 ア これまでの診療実績・研究実績等を踏ま ア 「労災疾病等研究・開発、普及ネットワ ア 各分野とも、次のとおり、研究課題に応じた臨床データ等を
むこと。 え、１２分野毎に中核病院を定めるととも ーク」を活用して、全労災病院から研究・ 集積するとともに、その評価・分析を行っている。

また、労災疾病に係る研究・開発、普及に に 「労災疾病等研究・開発、普及ネット 開発に必要な臨床データ等を集積するとと、
当たっては、各労災病院が有する臨床研究機 ワーク」を構築することにより、研究テー もに、その評価・分析を行う。 ａ 職業性呼吸器疾患分野
能を集約して各分野毎に中核病院を選定し、 マ毎にモデル医療やモデル予防法の研究開 成果：アスベスト問題の重要性に鑑み 「石綿曝露による肺、
各労災病院間のネットワークを活用して取り 発に必要な臨床データ等を全国的・体系的 がん及び悪性中皮腫例の調査研究」に集中的に取り組
組むこと。 に集積する。 み、１５３の症例を検討することにより、研究成果を

以下のとおり中間報告書として取りまとめた（平成
１８年度公表予定 。）

・中皮腫は石綿曝露と相当の因果関係あり
・治療方法として早期診断に基づく外科的切除が最

良の方法
・石綿曝露の医学的所見として胸膜プラーク、石綿

小体の存在が重要
実績：５研究テーマで計７４２例の症例を収集し、中皮腫診

断症例のカルテ等に基づきデータ解析等を行った。

ｂ メンタルヘルス分野
成果：インターネットを媒体としてメンタルヘルスチェック

と健康行動理論に基づく指導コメントを提供するため
の個人向けシステム、及び個人向けシステムの調査結
果から判定される職場毎のストレッサーの有無、改善
方針等をまとめた事業所向け報告書を提供する事業場
システムを開発した。

実績：６７例に対し、開発したメンタルヘルスチェックシス
テムの検証のためのアンケート、面接等を行い、デー
タ収集した。また、４例に対し、うつ状態の尺度（Ｃ

）、 、 （ ）ＥＳ Ｄ ライフスタイル 脳血流検査 ＳＰＥＣＴ-
による画像診断等を実施し、データ収集を行った。

ｃ 産業中毒分野
テーマ１（タンパク質）

成果：８００種の有害化学物質の情報検索のためのデータベ
ースを構築し、ホームページで公開した。さらに建設
現場での曝露可能性があるもの、及び電子工業界での
使用が増加している有害化学物質２物質について、そ
の分析法を開発した。

実績：８００物質について、各物質の特性、法規制情報等の
データ収集を行った。

テーマ２（シックハウス）
（ ） 、 、 、実績：１５０例 受診患者 に対し 心理テスト 採血検査

眼球機能検査、瞳孔反射検査、呼吸機能検査等を実施
し、データ収集を行った。

振動障害分野
成果：研究成果を中間報告書として取りまとめるとともに、

本研究成果、及び当該ＦＳＢＰ％の測定を新たな検査
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

として末梢循環障害の精密検査として実施するとの内
容が、国の「振動障害の検査指針検討会」の報告書に
盛り込まれた。

実績：１９９例について、指動脈血圧測定（ＦＳＢＰ％）を
測定し、測定結果を評価・分析した。

ｅ 物理的因子分野
成果：１０名に対し、パッチテストを施行し、シャンプー等

７７品種中３３品種が陽性を示し、原因となった化粧
品等の同定ができた。

実績：１，７３３店（理容業・美容業）について、従業員の
アレルギー性皮膚炎の発生状況等のデータ収集を行
い、評価・分析した結果を中間報告した。

ｆ 筋・骨格系分野
成果：本データ収集に当たって、作業形態、職場環境、生活

習慣の他、家庭や職場の人間関係、仕事への満足度、
ストレス等も盛り込んだ我が国初の心理・社会的要因
にも配慮した詳細なアンケート調査表を作成した。

実績：９，３１３名の勤労者から、作業形態職場環境、生活
習慣、腰痛歴、人間関係、仕事への満足度、ストレス
等に関し、データ収集を行った。

ｇ 職業性外傷分野
実績：８２例の臨床データ（労働災害による重度損傷手）選

定し、そのうち４５例について呼出調査を実施し、医
（ 、 、 、学的側面 線撮影 知覚評価 手指の可動域の計測X

手指の温度の比較、ＡＤＬ評価等）並びに復職時期・
復職業種等に関し、データ収集を行った。

ｈ 脊髄損傷分野
実績：１１９例に対し「頚椎ドック」を施行し、ＭＲＩによ

る脊椎管及び頚髄の計測等を行った。

ｉ 感覚器障害分野
実績：１２１例(視力不良患者）について、糖尿病性網膜症

の状況、治療前後のＱＯＬ、職場環境（ストレス）等
のデータ収集を行った。

ｊ 脳・心臓疾患分野
実績：８７８名の健康診断データを収集した。５８名（急性

心筋梗塞で入院した患者）に対し、急性期に係るアン
ケートを実施しデータ収集を行った。

ｋ 働く女性分野
成果：２，８２３件について、月経関連障害の状況、就労の

質（ＱＷＬ）等のデータ収集を行い、そのうち１，０
７５件について予備的な分析を行い、結果を得た。

ｌ 職場復帰リハ分野
実績：３０７件について、発症時及び入院時の状況、退院時

の状況のデータ登録を行い、そのうち１３２件につい
て予備的な分析を行った。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

イ 研究開発されたモデル医療等の円滑な普 イ 研究開発されたモデル医療等の普及を図 イ 研究開発されたモデル医療等の円滑な普及を図るため、次の
及を図るため、次のような取組を行う。 るため、四肢切断、骨折等の職業性外傷、 ような取組を行った。

せき髄損傷に関し、これまでの研究成果を
ⅰ 医療機関等を対象としたモデル医療情報 基に、労災指定医療機関等を対象としたモ ⅰ データ・ベース（ホームページ）関係

、事業者や勤労者を対象としたモデル予防 デル医療情報、事業者や勤労者を対象とし （ⅰ）職業性外傷分野及びせき髄損傷分野に関し、これまでの
情報などを掲載したデータ・ベース（ホー たモデル予防情報などを掲載したデータ・ 研究成果を基に、データ・ベースを構築した。
ムページ）を構築し、中期目標期間の最終 ベース ホームページ を構築し 既存 ※ （ⅱ）職業性呼吸器疾患分野のデータ・ベースについて、粉じ（ ） 、 （ ）

、 。年度において、アクセス件数を１０万件以 のデータ・ベース（ホームページ）と併せ ん作業別画像の掲載を行い より理解しやすいものとした
上（※）得る。 てアクセス件数３万６千件以上を得る。 （ⅲ）産業中毒分野のデータ・ベース（ホームページ）につい

（※参考：平成１４年度実績４，１２４件 て、化学物質別有害性情報検索システムを構築し、より検
産業中毒 じん肺 腰痛データ・ベース 【※既存データ・ベース（ホームページ 】 索しやすい内容とした。（ 、 、 ）） ）

・身体への過度の負担による筋・骨格系 （ⅳ）以下（ⅰ）～（ⅲ）のデータ・ベースの構築及びリニュ
疾患 ーアルの取組により、既存のデータ・ベース（ホームペー

・振動障害 ジ）と併せて３８，２６０件のアクセスを得た。
・化学物質の曝露による産業中毒
・粉じん等による呼吸器疾患 ホームページアクセス件数
・職場復帰のためのリハビリテーション １４，６３０件( ) → ３８，２６０件( )H16 H17
・勤労者のメンタルヘルス

ⅱ 労災病院の医師等に対してモデル医療等 ⅱ 労災病院医師、臨床検査技師に対して「アスベスト関連疾
に係る指導医育成の教育研修を実施する。 患に係る講習会 「アスベスト小体計測検査講習会 「振」、 」、

動障害に係る講習会」等の教育研修を実施した。

ⅲ 中期目標期間中に、日本職業・災害医学 ⅲ 日本職業・災害医学会において、労災疾病研究に係るシン
会等関連医学会において、１３研究・開発 ポジウムが設けられ、１２分野１３研究・開発テーマについ
テーマに関し３０件以上（※）の学会発表 て、各研究者が発表を行った。
を行う。

発表件数：３４件
（※参考：研究開発期間中と終了時に、そ

れぞれ１回以上実施）

ウ 国の研究開発評価に関する大綱的指針 ウ 各研究開発計画の中間評価を行うため、 ウ 外部委員を含む業績評価委員会医学研究評価部会を４回開催「 」
を踏まえ、外部委員を含む研究評価委員会 外部委員を含む業績評価委員会医学研究評 し、各分野の研究・開発の進捗状況について中間評価を行い、
を設置して、各研究テーマの事前評価を行 価部会を開催する。 今後の研究・開発の方向性について承認を得るとともに、研究
い、以降毎年度、中間・事後評価を行うこ また、その結果を研究開発計画の改善に ・開発の実施方法について、評価指標・解析方法等の意見・助
とで、その結果を研究計画の改善に反映す 反映する。 言を得て、研究開発計画の改善に反映した。
る。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

② 勤労者に対する過労死予防等の推進 ② 勤労者に対する過労死予防等の推進 ② 勤労者に対する過労死予防等の推進 ② 勤労者に対する過労死予防等の推進
勤労者の健康確保を図るため、過重労働に 勤労者に対する過労死予防等の推進に関し 勤労者の健康確保を図るため、勤労者予防 勤労者の健康確保を図るため、勤労者予防医療センターにおい

よる健康障害の防止、心の健康づくり、勤労 示された中期目標を達成するため、次のよう 医療センターにおいて次のような取組を行い て次のような取組を行った。、
女性の健康管理を推進し、中期目標期間中、 な取組を行う。 勤労者の過労死予防対策の指導を延べ７万２
勤労者の過労死予防対策の指導を延べ２３万 千人以上、メンタルヘルス不全予防対策の勤 ⅰ 勤労者の過労死予防対策の指導を延べ１１３，６７２人に
人以上（※１ 、メンタルヘルス不全予防対 労者心の電話相談を延べ１万２千人以上、勤 実施した。１６～１７年度の２年間で中期目標２３万人以上）
策の勤労者心の電話相談を延べ５万５千人以 労女性に対する女性保健師による生活指導を の８４．６％を達成した。
上（※２ 、勤労女性に対する女性保健師に 延べ１千９百人以上実施するとともに、利用）
よる生活指導を延べ７千人以上（※３）実施 者満足度調査を実施し、利用者から職場にお ⅱ メンタルヘルス不全予防対策の勤労者心の電話相談を延べ
すること。 ける健康確保に関して有用であった旨の評価 １５，２４９人に実施した。１６～１７年度の２年間で中期

また、利用者から、職場における健康確保 を７０％以上得る。 目標５万５千人以上の５１．１％を達成した。
に関して、有用であった旨の評価を７０％以
上得ること。 ⅲ 勤労女性に対する女性保健師による生活指導を延べ３，２

８０人以上に実施した。１６～１７年度の２年間で中期目標
（※参考１：平成１４年度実績 ７千人以上の７７．２％を達成した。

１７，８８７人）
（※参考２：平成１４年度実績 ⅳ また、利用者満足度調査を実施し、利用者から職場におけ

７，８３８人） る健康確保に関して有用であった旨の評価を９０．６％（前
（※参考３：平成１４年度実績 年度比８．９ポイント増）得た。２年目においても、中期目

８５５人） 標である７０％以上を達成した。

ア 指導・相談の質の向上に向け、次のような取組を行った。
ⅰ 日本職業・災害医学会、日本産業衛生学会、日本食糧栄養

ア 労働衛生関係機関との連携や予防関連学会 ア 指導・相談の質の向上を図るため、労働衛 学会等１５８の学会等に参加し、また１２４の文献等により
等からの最新の予防法の情報収集等により、 生関係機関との連携を促進するとともに予防 予防医療に関する最新の情報を入手して指導・相談業務に活
指導・相談の質の向上を図る。 関連学会等からの最新の予防法の情報収集等 用した。

し、指導・相談業務等に活用する。 ⅱ 過労死予防対策
・ ３種類の「生活習慣病からあなたを守る」と題するリーフ

レットを作成（１７１，０００部）するとともに、栄養指導
等に活用し、センター利用者・出張講習等の際に配布した。

また、これらリーフレットをホームページに掲載し、企業
や勤労者が印刷して使用可能とした。

・ 最新のデータや研究成果を取り入れて「働く人々の生活習
慣病予防ノート」を改訂し（２４，７５０冊 、生活指導、）
保健指導等に活用し、センター利用者・出張講習等の際に配
布した。

ⅲ メンタルへルス不全予防対策
・ 定期的な事例検討会等勉強会を開催するほか、日本産業カ

ウンセラー協会が実施する研修会に参加し、また、連絡会議
の開催等地域のメンタルヘルス支援組織との連携により最新
の情報を収集し、研修・相談に活用した。

・ より効果的な電話相談を実施するため、相談者の属性、相
談内容、アドバイス内容等を相談員が記載する相談記録票を
電子化し管理するシステムを構築し、試験的に実施した。

ⅳ 勤労女性の健康管理対策
・ 平成１７年７月２日及び平成１８年２月４日開催の「女性

医療フォーラム」において、機構外の医師、産業医、看護師
等と積極的に意見交換を行い、女性医療についての最新情報
を入手し、指導・相談に活用した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

イ 勤労者等の利便性の向上を図るため、指導 イ 勤労者の利便性の向上を図るため、利用し イ 勤労者等の利便性の向上に向け、次のような取組を行った。
・相談等の実施時間帯の設定に配慮する。 やすい指導・相談等の実施時間帯の設定に配

（ 、 、 、 ）慮するとともに、企業への出張講習等を積極 ⅰ 勤労者の利用しやすい時間帯 １７時以降 土 日 祭日
的に行う。 に各種指導・相談等を８，７９９回実施し、２２，２３８人

の参加を得た。
ⅱ 企業への出張講習会も積極的に行い、６１０企業に対し８

９９回実施し、４７，４２１人の参加を得た。
ⅲ 時間が取れない勤労者に対し、食事調査・問診票を使用し

た郵便による栄養指導を実施した。
ⅳ 横浜労災病院では、電子メールによる相談を３，９２９件

実施した。

ウ 利用者の満足度調査を毎年度実施し、結果 ウ 満足度調査の結果を検討し、調査において ウ 満足度調査等の結果を検討し、利用者・企業からの意見をも
を指導・相談内容に反映させることにより、 出された意見を勤労者に対する過労死予防等 とに、長期的な指導を実施する「健康教室 、実施時間帯の幅」
その質の向上を図る。 の推進業務の改善に反映する。 を広げる等予防医療ニーズに対応した業務の改善を行うととも

に、２つの調査を実施。

ⅰ 地域のニーズの把握の調査
企業を対象に、勤労者予防医療センターを利用していない

、 、企業を含め 全国的レベルでニーズ調査を実施することとし
当該ニーズ調査に係る調査票の作成をはじめ調査に係る基本
設計を行った。

ⅱ 勤労者の健康確保の寄与度調査
勤労者の健康確保の寄与度について検証するため、メタボ

リック症候群についての共同調査研究を実施することとし、
そのための研究計画書を作成した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

③ 勤労者医療の地域支援の推進 ③ 勤労者医療の地域支援の推進 ③ 勤労者医療の地域支援の推進 ③ 勤労者医療の地域支援の推進
労災病院においては、地域における勤労者 労災病院においては、勤労者医療の地域支 地域医療連携室において次のような取組を 地域医療連携室において次のような取組を行うとともに、利用

医療を支援するため、紹介患者の受け入れな 援の推進に関し示された中期目標を達成する 行うとともに、利用者である労災指定医療機 者である労災指定医療機関や産業医等に対するニーズ調査・満足
ど地域の労災指定医療機関との連携を推進す ため、次のような取組を行う。 関等に対するニーズ調査・満足度調査を実施 度調査（平成１７年９月～１０月：地域医療連携室のサービスを
るとともに、労災指定医療機関を対象にした し、利用者から診療や産業医活動を実施する 利用する労災指定医療機関等や産業医の医師に対する医療情報の
モデル医療普及のための講習、労災指定医療 上で有用であった旨の評価を７０％以上得る 提供、医療水準、診察時間帯等についてのアンケート調査）を実。
機関等からの高度医療機器を用いた受託検査 施し、利用者から診療や産業医活動を実施する上で有用であった
を行うこと。 旨の評価について、中期目標７０％を大きく上回る７７．０％の

また、利用した労災指定医療機関、産業医 評価を得た。
等から診療や産業医活動の上で有用であった
旨の評価を７０％以上得ること。 ア 患者紹介に関する労災指定医療機関との連 ア 地域医療連携室において労災指定医療機関 ア 労災指定医療機関等との連携強化(紹介率)

携機能を強化すること等により、中期目標期 等との連携機能を強化することにより、３８ 地域医療連携室において労災指定医療機関等からの紹介患者
間の最終年度までに、患者紹介率を４０％以 ％以上の患者紹介率を確保する。 の受付等業務等（ＦＡＸ等による直接予約システムの導入）を
上（※１）とする。 行うとともに、地域医療連携パスの導入に取り組んだ結果､４
※参考１：平成１４年度実績 ３０ ３％ ２．３％の患者紹介率を確保し、中期計画の４０％以上を達成（ ． ）

した。

イ 労災疾病に関するモデル医療を普及するた イ 労災疾病に関するモデル医療を普及するた イ モデル医療の普及（症例検討会･講習会の参加人数）
め、労災指定医療機関の医師及び産業医等に め、労災指定医療機関の医師及び産業医に対 労災指定医療機関等の休診日や診療時間終了後に配慮すると
対して、労災指定医療機関等の診療時間等に して、労災指定医療機関の診療時間等に配慮 ともに、モデル医療について、電話・ＦＡＸ・メール等による
配慮して症例検討会や講習会を設定すること した時間帯に症例検討会や講習会を開催する 相談受付を実施し、以下の取組を行うことにより、症例検討会
により、中期目標期間中、延べ３万２千人以 とともに、モデル医療に関する相談をＦＡＸ 及び講習会の参加人数は１８，６８１人となり、１６～１７年
上（※２）に対し講習を実施する。また、モ や電話等により受け付けられるよう媒体の多 度の２年間で中期計画３万２千人以上の１０９．６％を達成し
デル医療に関し、多様な媒体を用いた相談受 様化を図り、１万２千人以上を対象にモデル た。
付を実施する。 医療の普及を行う。 ⅰ アスベスト関連疾患に係る研修会等の開催

喫緊の課題となっている石綿（アスベスト）関連疾患に係
る医師を対象としたアスベスト診断研修（１７年８月参加人
数４４９名 、病理医師、検査技師を対象としたアスベスト）
小体計数検査講習会の開催（１７年１２月、１８年１月病理
医５名検査技師２８名参加 「じん肺研修」を積極的に開）、
催した。

ⅱ 女性医療フォーラム等の開催
働く女性を医療面から支援することを目的として東京、名

古屋での２回にわたる「女性医療フォーラム」の開催(１７
年７月：１０５名参加、１８年２月：１３２名参加）により
診断技術、モデル医療の普及に努めた。

ウ 高度医療機器の利用促進を図るため、ホー ウ ＣＴ、ＭＲＩ、ガンマカメラ、血管撮影装 ウ 高度医療機器を用いた受託検査の実施（受託検査件数）
ムページ・診療案内等による広報を実施し、 置等の利用案内に関する情報をホームページ ＣＴ、ＭＲＩ、ガンマカメラ、血管撮影装置等の利用案内に
高度医療機器を用いた受託検査を中期目標期 ・診療案内等により積極的に広報し、延べ１ 関する情報をホームページ・診療案内等により積極的に広報を
間中、延べ６万件以上（※３）実施する。 万８千件以上の受託検査を実施する。 行った。

こうした取組の結果、２７ １１９件の受託検査を実施し、,
１６～１７年度の２年間で中期計画６万件以上の８３．７％を
達成した。

エ 利用者である労災指定医療機関等に対する エ ニーズ調査・満足度調査の結果を検討し、 エ ニーズ調査・満足度調査の結果に基づく業務の改善
ニーズ調査・満足度調査を毎年度実施し、地 調査において出された意見を地域支援業務の 上記ニーズ調査・満足度調査において出された意見を基に各
域支援業務の改善に反映する。 改善に反映する。 病院において積極的に改善に取り組んだ。

（※参考２：平成１４年度実績
５，９８７人×５年間の５％増）

（※参考３：平成１４年度実績
１１，３６４件×５年間の５％増）
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

④ 一般診療を基盤とした労災疾病に関する高 ④ 一般診療を基盤とした労災疾病に関する高 ④ 一般診療を基盤とした労災疾病に関する高 ④一般診療を基盤とした労災疾病に関する高度･専門的医療の提供
度・専門的医療の提供 度・専門的医療の提供 度・専門的医療の提供

労災病院が目指す医療の方向
ⅰ 急性期化に対応した診療体制の構築

・ 平均在院日数の短縮並びに看護師の確保により急性
期化に対応した診療体制の構築を図った。

※平均在院日数
【 】 【 】 （ ）H16 18.6 H17 17.5 1.1日 → 日 日短縮

※一般病棟入院基本料算定
１７年度 １８年度

１０対１算定：１５施設 →２７施設
１３対１算定：１７施設 → ５施設

ⅱ 労働災害・大規模災害への対応を含めた救急体制の強化
・ 労働災害、大規模災害への対応を含めた救急体制の

強化を行うことにより、救急搬送患者の受け入れの増
加を図った。

１６年度 １７年度
人 → 人64,472 66,699

ⅲ 地域医療連携の強化
・ 地域の医療機関との間であらかじめ特定の疾患に関

する連携パスを策定することにより、シームレスな地
域医療連携を実現。

・ 紹介率を向上させ、地域支援機能の強化を行うこと
により、勤労者医療の中核及び地域医療の中核として
の体制を構築

※地域医療支援病院
１７年度 １８年度

３施設 → ４施設(１施設申請中)
※地域がん診療拠点病院

４施設

ⅳ 急性期リハビリテーションの推進
・ 被災労働者、勤労者をはじめとした入院患者の早期

社会復帰を図るため、リハビリテーション診療体制の
再編等、リハビリテーション機能の急性期化を図る。

※リハ基準の再編
１７年度

理学療法Ⅰ ２９施設
作業療法Ⅰ ２９施設
心疾患リハ ２施設

↓
１８年度

運動期リハⅠ ３２施設
脳血管疾患リハⅠ ２７施設
心大血管リハⅡ ３施設
呼吸器リハⅠ（新設）２７施設
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

医療の高度化
ⅰ 大学・学会・労災病院の連携強化

・ 大学・学会との連携強化を図り、最新の技術、知識
の習得及び実践を通じて高度な医療を提供した。

各種学会認定施設数： ５６１（日本胸部外科学
会、日本救急外科
学会等５０学会）

学会認定医数：１，１３１人
学会専門医数：１，０６５人
学会指導医数： ５５２人

ⅱ 専門センター化によるチーム医療の推進
・ 従来の診療科別から、臓器別・疾患別の専門センタ

ーを設置することにより、高度専門的医療を提供する
とともに、職種及び診療科の枠を越えたチーム医療を
提供する。

専門センター数：１０７（消化器センター、脊椎
外科センター、糖尿病センタ
ー等）

ⅲ 高度医療機器の計画的整備
・ 高度・専門的な医療を提供し、医療の質の向上を図

るため、より高度な治療機器、より正確な診断機器等
の整備を行った。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

ア 労災病院においては、別紙に示された１２ ア 労災病院においては、次のような取組によ ア １２分野の疾病に関する高度・専門的医 ア １２分野の疾病に関する高度・専門的医療を提供するととも
分野の労災疾病について、他の医療機関では り、中期目標の別紙に示す１２分野の労災疾 療を提供するとともに、提供する医療の質 に、提供する医療の質の向上を図るため、労災病院において次
対応が困難な高度・専門的医療を提供すると 病について、他の医療機関では対応が困難な の向上を図るため、労災病院において次の のような取組を行った。
ともに、その質の向上を図ること。 高度・専門的医療を提供するとともに、その ような取組を行う。

質の向上を図る。

ⅰ 中期目標期間の初年度に、１２分野毎の ⅰ 平成１６年度に策定した１２分野毎の ⅰ 臨床評価指標による医療の質の評価
専門医からなる検討委員会を設置し、各分 臨床評価指標により医療の質に関する自 労災病院の医療の質の向上を図ることを目的として設置さ
野毎に臨床評価指標を策定する。当該指標 己評価を行う。 れた１２分野臨床評価指標検討委員会により策定された臨床
により、次年度から医療の質に関する自己 評価指標に基づき、各労災病院より臨床データを集積すると
評価を行う。 ともに１２分野毎に自己評価を行った。

ⅱ 研究・開発されたモデル医療を臨床の現
場で実践し、症例検討会等で評価を行うと
ともに、その結果をフィードバックし研究
に反映させる。

なお、労災看護専門学校においては、労災病 ⅲ 労災看護専門学校において、勤労者の健 ⅱ 労災看護専門学校において、平成１７ ⅱ 専門性を有する看護師の育成
院における勤労者医療の推進に必要な専門性を 康を取り巻く現況や職業と疾病との関連性 年度入学生より勤労者医療に関する特別 専門性を有する看護師の育成のため労災看護専門学校にお
有する看護師を養成すること。 等に関するカリキュラムを拡充することに 講義（７５時間４単位）を含むカリキュ いて、１７年度入学生より勤労者医療概論、メンタルヘルス

より、勤労者医療の専門的知識を有する看 ラムを導入する。 マネジメント等の勤労者医療に関する特別講義（７５時間４
護師を育成する。 単位）を含む新カリキュラムを導入した。

平成１７年度入学者数…３５５人

ⅳ 労災リハビリテーション工学センターに ⅲ 労災リハビリテーション工学センター ⅲ 義肢装具等の開発
おいて、工学技術を用い義肢装具等の研究 においては、歩行訓練の工学的研究、麻 労災リハビリテーション工学センターにおいては、義肢装
・開発を実施し、その成果をリハビリテー 痺患者に対する機能的電気刺激の応用研 具等の開発、歩行訓練の工学的研究及び機能的電気刺激の応
ションに活用する。 究に基づき義肢装具等を開発するととも 用研究を実施し、今年度１件の特許査定を受けた。現在、市

に、その成果をリハビリテーションに活 販化に向け、厚生労働省の認可を得るため、関東労災病院、
用する。 藤田保健衛生大学の協力を得て臨床試験を行っている。

また 「機能的電気刺激を応用した歩行補助装置の開発 、、 」
「破れにくいフォームカバーの開発」については、研究開発
を終え、現在特許出願中である。

なお、リハビリテーションへの活用状況とその普及状況に
ついては、吊り上げトレッドミルを用いた歩行訓練により、
麻痺患者２６人に対し運動機能再建を延べ１，０１２回実施
するとともに、世界理学療法連盟アジア学会等での講演、リ
ハ工学研究交流会においては企業、大学等へリハ関連機器の
共同研究を呼びかけるなど、積極的に研究成果の活用を図っ
ている。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

ⅴ 次の(ⅰ)及び(ⅱ)の取組により、高度・ ⅳ 高度・専門的医療を提供できる優秀な ⅳ 高度・専門的医療を提供できる優秀な人材を確保するとと
専門的医療の提供に必要な優秀な人材を確 人材を確保するとともに資質の向上を図 もに資質の向上を図るため、次のとおり取り組んだ。
保するとともに、その資質の向上を図る。 るため、次のとおり取り組む。

(ⅰ) 勤労者医療に関する研修内容を盛り込 （ⅰ）医師臨床研修指定病院においては、勤 （ⅰ）優秀な医師の確保・育成
んだ臨床研修プログラムを作成し、医師 労者医療に関する研修内容を盛り込んだ 医師臨床研修指定病院である３２労災病院において、勤労
臨床研修に積極的に取り組むことにより 臨床研修プログラムに基づいて医師臨床 者医療に関する研修内容を盛り込んだ臨床研修プログラムに
、優秀な医師を育成、確保する。 研修を実施するとともに、指導医、研修 基づき、企業の産業医と連携した健康診断から予防・治療・

医の意見を参考に臨床研修プログラムの 職場復帰までの健康管理等の臨床研修を実施するとともに、
改善に反映させる。 指導医、研修医の意見を参考に臨床研修プログラム内容の改

善に反映させた。
また、労災病院群として優秀な医師を確保するため、２労

災病院間で後期臨床研修を実施する「労災病院群後期臨床研
修制度」の新設や研修医確保のために「労災病院研修医募集
ガイドブック」を作成し、各労災病院を通じて関係大学に医
師募集活動を行った。

さらに、各地で開催される「医学生・研修医のための研修
病院合同セミナー」へ参加し、当機構のホームページに加え
て、アクセス件数の多い医師専門の就職・転職情報サイトに
広告を掲載し、医師募集のＰＲ活動を行った。

この結果、全労災病院で１０３名の前期臨床研修医、５４
名の後期臨床研修医、３名の労災病院群臨床研修医を確保し
た。

（ⅱ）優秀な看護師の確保・育成
患者に提供する良質な医療サービスを保証するため 「看、

護体制の確保・充実に関する指針」を策定し、優秀な看護師
の確保に取組むとともに、人材の育成を図った。

○ キャリアアップ支援
「労災病院間派遣交流制度 「外部機関研修制度」の」、
整備や院内教育体制の整備

○ 看護職員の募集に関する取組
看護職員募集ガイドブックの作成等

○ 労働環境の整備…院内保育所の整備

結果、看護師の新規採用者数（１８年４月）は１，０１４
名（前年度８５０名）となり、また、認定看護師及び専門看
護師の数は、新たに１４名が認定されトータルで４１名（そ
のほか待機・申請中２２名）となった。

※参考 全国認定看護師数 名、専門看護師数 名1,729 139

(ⅱ) 毎年度、研修カリキュラムを検証し、 （ⅱ）受講者の意識改革及び理解を深めるた （ⅲ）職員研修への取組
職種毎の勤労者医療に関する研修内容を め、勤労者医療の中核的役割に関する講 労災病院が政策医療機関として勤労者医療を推進すること
はじめとする専門研修内容を充実するこ 義を重点項目と位置付け、本部において の重要性や独立行政法人に求められる効率的・効果的な業務
とにより 職員個々の資質の向上を図る 機構職員の集合研修を実施する。 運営に関する講義を盛り込むとともに、研修プログラムの充、 。

実を図り、本研修プログラムに基づき、本部において２０研
修、延べ１，０４７人に対して集合研修を実施した。

研修後のアンケート調査では、受講者の８１％が「理解で
きた」又は「概ね理解できた」と回答があり、また、アンケ
ート調査及び受講報告書では「機構の現状を再認識し、厳し
さを痛感した 「機構の職員として何を目指し何をすべき」、
かを学ぶことができた」等の評価を得るなど、受講者の資質
の向上及び意識改革が図られた。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

さらに、受講者のアンケート調査及び受講報告書等による
受講者の意見・要望等問題点を検証し、外部講師を招いて、
当該講義を４つの集合研修において実施するなど、講師、講
義内容・時間等を見直し、研修プログラムの充実を図った。

なお、労災病院における患者満足度調査の結果を踏まえ、
患者接遇に関する講義を実施した。

平成１７年度集合研修職種別受講者数
医 師 ３０人
看護職 ５３０人
医療職 １９７人
事務職 ５５人
共 通 ２３５人
合 計 １，０４７人

ⅵ 救急救命士の病院研修受入等による消防 ⅴ 救急救命士の病院研修受入や連絡会議 ⅴ 救急救命医療への対応
機関との連携を強化するとともに、救急救 の開催等により消防機関との連携を強化 救急救命士の病院研修受入（２，８７２人）や連絡会議の
命等の高度な臨床技術を有する医療スタッ するとともに、救急救命等の高度な臨床 開催（１０７回）等により救急、防災機関との連携を強化す
フを育成し配置する。これにより、中期目 技術を有する医療スタッフを育成し配置 るとともに、病院外での救命救急に係る研修（ドクターヘリ
標期間中に、延べ３０万人以上（※）の救 する。 講習会、公的病院災害ネットワーク災害訓練等）に３０３人
急搬送患者を受け入れる。 （１０６回）が参加した。

また病院内においては、救急蘇生講習会など１４１回（延
（※参考：平成１４年度実績 べ参加人数５，１３７人）実施した。これらにより、１７年

５６，６５３人×５年間の５％増） 度は６６，６９９人の救急搬送患者を受入、１６年度６４，
４７２人と合せて１３１，１７１人の救急搬送患者を受入、

． 。１６～１７年度の２年間で中期計画の４３ ７％を達成した

ⅵ 病院情報システム等ＩＴ化の推進
医療の質の向上や病院運営の効率化等の観点から、医療情

報の共有化によるチーム医療の充実や地域医療連携の推進等
を目指し、オーダリングシステム、電子カルテシステムの導
入を進めた。

、「 」また 独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策
（各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）に基づ
き、平成１７年７月１日に本部にＣＩＯ及びＣＩＯ補佐官を
設置し、本部から各施設への指導体制を強化した。

オーダリングシステム １７年度新規稼働 ２施設
１７年度現在稼働 ２２施設

電子カルテ １７年度現在稼働 １施設
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

イ 国民の医療に対する安心と信頼を確保する イ 日本医療機能評価機構等の病院機能評価の イ 良質で安全な医療を提供するため、次の イ 良質で安全な医療の提供
ため 情報開示に基づく患者の選択を尊重し 受審、さわやか患者サービス委員会活動、ク とおり取り組むとともに、患者満足度調査 良質で安全な医療を提供するため、日本医療機能評価機構等、 、
良質な医療を提供すること。これにより、患 リニカルパス検討委員会の活動等を通じて、 を実施し、全ての労災病院において患者か の病院機能評価の受審、クリニカルパス活用の推進などに取り
者満足度調査において全ての病院で７０％以 より良質な医療を提供する。 ら満足のいく医療が受けられている旨の評 組むとともに、患者満足度調査を実施した結果、全ての労災病
上の満足度を確保すること。 また、医療安全チェックシートを見直し、 価を７０％以上得る。 院において７０％以上の患者から満足のいく医療が受けられて

また、患者の安全を確保するため、組織的 全ての労災病院で活用するとともに、医療安 いる旨の評価を得た （全病院平均で７８．９％の満足度）。
・継続的な取組により職員一人一人の医療安 全に関する研修及び医療安全推進週間を実施 また、入院患者について、従来の満足度調査に加え、試行病
全に関する知識・意識の向上を図ること。 し、医療安全に関する知識・意識の向上を図 院において退院後１～２ヶ月後の患者満足度に係る追跡調査を

る。 実施した。
その結果、満足度について有為差は生じなかった （退院時。

調査：８７．０％、退院後１～２ヶ月後調査：８８．１％）

ⅰ 良質な医療を提供するため、準備の整 ⅰ 病院機能評価の受審
った病院から順次、日本医療機能評価機 日本医療機能評価機構等の評価項目や視点を参考に自院の
構等の病院機能評価を受審する。 問題点の改善を行い、準備の整った病院から病院機能評価を

受審した。
Ｈ１６ Ｈ１７

受 審 ２７病院 → ２８病院
（受審率 ８４．４％ → ８７．５％）

認 定 ２１病院 → ２５病院
（認定率 ６５．６％ → ７８．１％）
※日本全国の病院の認定率は、２２．０％

ⅱ チーム医療の推進、患者に分かりやす ⅱ クリニカルパス活用の推進
い医療の提供や医療の標準化のためクリ クリニカルパス委員会活動を中心にチーム医療の推進、医
ニカルパス検討委員会の活動等を通じて 療の標準化を図った結果、１７年度末クリニカルパス作成件、
クリニカルパスの活用を推進する。 数は、２，６８４件（対前年比２４．１％増）となり、１

６年度末２，１６３件に対し５２１件の増となった。
また、対象疾患患者に対するクリニカルパス適用率は、

７７．９％となり、クリニカルパスの目的である良質で患者
にわかりやすい医療の提供について高い効果をあげた。

ⅲ ＤＰＣ導入へ向けた取組
医療の標準化を目的としたＤＰＣの導入に向け、ＤＰＣ調

査協力病院として１１病院がＤＰＣ活用に基づく各種データ
を厚生労働省に提出した。

また、導入希望病院に対して本部主催の説明会を開催（１
８年１月）するとともに、施設に対して各種会議や電子メー
ル等により情報提供を積極的に行うなど、具体的取組を行っ
た。

１８年度ＤＰＣ対象病院 ９病院

ⅲ 利用者の視点に立った医療サービスを ⅳ 患者満足度調査の結果に基づく改善
提供するため、患者満足度調査の結果を 利用者の視点に立った医療サービスを提供するため、患者
さわやか患者サービス委員会の活動を通 満足度調査の結果をさわやか患者サ－ビス委員会の活動を通
じて、業務の改善に反映する。 じて、業務の改善に反映した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

ⅳ 安全な医療を推進するため、平成１６ ⅴ 安全な医療の推進
年度に見直しを行った「医療安全チェッ （ⅰ）医療安全チェックシートの活用
クシート」を全病院に導入し、医療安全 １６年度に策定した全労災病院共通の「医療安全チェック
に関する問題点の改善を図る。 シート」を用い、第１回目（５月）のチェックを行い、各労

災病院の医療安全に関する課題を明確にした。
明確化した問題点について各病院の取組を行うとともに、

本部の指導・支援を行った結果、２回目（１１月）のチェッ
ク結果では、項目達成率（全２２５項目中達成されている項
目数）が全病院平均で９．３ポイント（８１．２％・１８２
項目→９０．５％・２０３項目）増加した。

（ⅱ）労災病院間医療安全相互チェック制度の導入・実施
労災病院間医療安全相互チェックの実施のため、全労災病

院を１２グループに分けるとともに、実施要領を作成し各病
院に配布した。また、一部の病院において相互チェックを実
施した。

（ⅲ）医療上の事故に関するデータの公表に向けての準備
・ 医療上の事故等の内容に応じてレベル０からレベル５に区

分し公表基準を設定した。
・ 個別公表については、該当事例が発生した時に、院長が報

道機関に対して公表することととし、一括公表については、
当機構ホームページ上で公表することとした。

・ 各労災病院から医療事故・インシデント事例のデータを収
集開始し、一括公表については平成１９年度を目途に公表し
ていく。

（ⅳ）専任の医療安全管理者の計画的配置

（ⅴ）その他医療安全に関する取組
・ 全職員を対象とした医療安全に関する研修会を年２回以

上実施し、外部講師の他、職員による講演、事例研究・発
表等、主体的な取組を行い、医療安全に関する知識・意識
の向上を図った。

・ 「医療安全推進週間 （１１／２０日～１１／２６土）」
に全病院が参加し、病院職員はもとより、患者・地域住民
等も広く参加できる機会として取組を行った。

・ 医療安全に関する重要な情報を緊急安全性情報として発
信し、注意・喚起を行った。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

⑤ 行政機関等への貢献 ⑤ 行政機関等への貢献 ⑤ 行政機関等への貢献 ⑤ 行政機関等への貢献
国が設置している検討会、委員会等への参 ア 勤労者の健康を取り巻く新たな問題等に ア 労災認定基準等の見直しに係る検討会に ア 国の設置する委員会への参加

加要請に協力するとともに、迅速・適正な労 ついて、国が設置する委員会への参加、情 参加するほか、国の設置する委員会への参 ⅰ アスベスト曝露による健康問題
災認定に係る意見書の作成等を通じて行政活 報提供等により、行政機関に協力する。 加 情報提供等により行政機関に協力する アスベストによる健康問題に対し、報道当初から本部にア、 。
動に協力すること。 スベスト関連疾患総合対策本部を設置するとともに、本部、

労災病院及び産業保健推進センター等に健康相談窓口等を設
置した。

また、政府の「アスベスト問題への当面の対応 （アスベ」
スト問題に関する関係閣僚会合とりまとめ）で求められてい
る「国民の有する不安への対応」に対して以下の取組を行っ
た。

（ⅰ）健康相談窓口の設置
労災病院、産業保健推進センター等に設置。相談件数は、

２４，４０２名。

（ⅱ）専門家による臨時相談窓口の開設
地方労働局と産業保健推進センターの共催で開催（１０局

） 、 、１４回 するとともに 講演会の講師及び相談員を労災病院
産業保健推進センターから延べ５３名派遣した。また、２０
産業保健推進センターに特別健康相談窓口を開設した。

（ⅲ）アスベスト関連疾患の診断・治療の中核となる医療機関と
しての「アスベスト疾患センター」の設置

２３労災病院に設置し、相談、健診、受診、講習会等に対
応した。また、知見の普及という観点から診断の教本として
の「アスベスト関連疾患日常診療ガイド」を発刊した。
（１０，０００部発行）

（ⅳ）新たな法的措置を検討するための各種委員会等への参加
石綿に関する厚労省・環境省所管の各種委員会等に労災病

院医師が医員として積極的に参加することによりアスベスト
に関する知見について情報提供を行った。

（ⅴ）アスベスト関連疾患に係る研究成果
・中皮腫は石綿曝露と相当の因果関係あり
・治療方法として早期診断に基づく外科的切除が最良の方法
・石綿曝露の医学的所見として胸膜プラーク、石綿小体

の存在が重要

ⅱ 振動障害の客観的診断法の確立
・平成１８年３月、厚生労働省の「振動障害に関する検査指

針検討会」報告書の中に、本研究の中間報告に基づき、新
たな検査としてＦＳＢＰ％の測定を精密検査として実施す
るとの内容が盛り込まれた。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

ⅲ その他委員会等

（ⅰ）労災認定基準等の見直しに係る検討会に労災病院医師が総
勢２０名参加した。

・振動障害の検査指針検討会 ３名
・胸腹部臓器の障害に関する専門検討会 ８名
・労災医療専門家会議 ５名
・中央環境審議会 ２名
・石綿に関する健康管理等専門家会議 １名
・石綿に関する健康被害に係る医学的判断に関する検討会

１名

（ⅱ）国の設置する委員会等に労災病院医師が総勢６３名参加し
た。

・地方じん肺審査会 ９名
・振動障害専門部会等 ２名
・障害認定会議等 １４名
・労働災害後遺症認定等 １４名
・石綿研究班会議 ３名
・労災保険診療審査委員会 １６名
・その他行政機関等 ５名

イ 労災認定に係る意見書等の作成について イ 労災認定に係る意見書等を適切かつ迅速 イ 労災認定に関する意見書等の適切かつ迅速な作成
は、複数の診療科にわたる事案について、 に作成するため、複数の診療科にわたる事 労災認定に関する意見書等の作成について、平成１６年度の
院内の連携を密にするなど適切かつ迅速に 案については院内の連携を密にする。 処理日数の大幅短縮に引き続き、平成１７年度においても、前
対応する。 年度比１．５日の短縮を実現した。

処理日数
平成１６年度 ２０．７日／件
平成１７年度 １９．２日／件（△１．５日短縮）
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

（２）医療リハビリテーションセンター及び総合 （２）医療リハビリテーションセンター及び総合 （２）医療リハビリテーションセンター及び総合 （２）医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの
せき損センターの運営 せき損センターの運営 せき損センターの運営 運営

被災労働者の職業・社会復帰を支援するた
め、医療リハビリテーションセンターにおい ① 医療リハビリテーションセンターにおいて ① 対象患者の職業・社会復帰を支援するため ① 医療リハビリテーションセンターの業務実績、
ては、四肢・脊椎の障害、中枢神経麻痺患者 は、四肢・脊椎の障害、中枢神経麻痺患者に 医療リハビリテーションセンターにおいては かつては「寝たきり」と言われ自立が困難な重度障害者であっ、
に係る高度・専門的な医療を、総合せき損セ 対し、チーム医療を的確に実施することによ 四肢・脊椎の障害 中枢神経麻痺患者に対し て、他の医療機関では対応が困難な四肢・脊椎の障害、中枢神経、 、
ンターにおいては、外傷による脊椎・せき髄 り、身体機能の向上を図るとともに、職業復 医師・看護師・リハビリテーション技師等に 麻痺患者等の全身管理が必要な患者に特化して、広く全国から患
障害患者に係る高度・専門的医療を提供し、 帰へ向けた機能の改善状況を勘案しつつ、職 よるチーム医療を促進し、職業リハビリテー 者を受入れている。
それぞれ医学的に職場・自宅復帰可能である 業リハビリテーションセンターとの連携を図 ションセンターとの連携等により、医学的に こうした患者に対し、患者毎の障害に応じたプログラムを作成
退院患者の割合を８０％以上（※）確保する る。 職場・自宅復帰可能である退院患者の割合 するとともに、次の取組を実施することにより、８０．５％の者
こと。 ８０％以上を確保する。 が医学的に職場・自宅復帰可能となった（対前年度比０．３ポイ

ント増 。さらに患者からの満足度は８１．５％（特に「たいへ）
※参考：平成１４年度実績 ん満足」が５１．７％）と昨年に引き続き高い評価が得られた。
医療リハビリテーションセンター

７５．４％ ・重度の障害や併発する疾病に対応した複数診療科医師、看
総合せき損センター 護師、リハビリテーション技師、栄養士、ＭＳＷ等による

７８．８％ チーム医療の実施
・在宅就労支援プログラム等の実施

② 総合せき損センターにおいては、外傷によ ② 対象患者の職業・社会復帰を支援するため ② 総合せき損センターの業務実績、
る脊椎・せき髄障害患者に対し、受傷直後か 総合せき損センターにおいては、外傷による かつては「寝たきり」と言われ自立が困難な重度障害者であっ
ら一貫したチーム医療を的確に実施すること 脊椎・せき髄障害患者に対し、受傷直後の医 て、他の医療機関では対応が困難な外傷による脊椎・せき髄障害
により、早期に身体機能の向上を図るととも 師・看護師・リハビリテーション技師等によ 患者等の全身管理が必要な患者に特化して、広く全国から患者を
に、職業復帰に向けた機能の改善状況を勘案 るチーム医療を促進し、せき髄損傷者職業セ 受入れている。
しつつ、 せき髄損傷者職業センターとの連 ンターとの連携等により、医学的に職場・自 こうした患者に対し、患者毎の障害に応じたプログラムを作成
携を図る。 宅復帰可能である退院患者の割合８０％以上 するとともに、次の取組を実施することにより、８３．９％の者

を確保する。 が医学的に職場・自宅復帰可能となった（対前年度１．０ポイン
ト増 。さらに、患者からの満足度は８２．４％（特に「たいへ）
ん満足」が６０．８％）と昨年に引き続き高い評価が得られた。

・重度の障害や併発する疾病に対応した複数診療科医師、看
護師、リハビリテーション技師、栄養士、ＭＳＷ等による
チーム医療の実施

・患者の障害に応じた車いす・関連機器の改良・指導の実施

③ 高齢・障害者雇用支援機構の国立吉備高原職業リハビリテーシ
ョンセンター及びせき髄損傷者職業リハビリテーションセンター
との連携の強化

・ 職業リハビリテーションセンターとの合同カンファレンス等
を通じた連携による効率的・効果的なリハビリテーションの評
価と患者毎のプログラム改良及び退院後のケアの実施

・ せき髄損傷者職業センターとの症例検討会等を通じた連携に
よる効率的・効果的なリハビリテーションの評価と患者毎のプ
ログラム改良及び退院後のケアの実施

以上の取組により、社会復帰率を改善することができた。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

３ 健康診断施設の運営業務 ３ 健康診断施設の運営業務 ３ 健康診断施設の運営業務 ３ 健康診断施設の運営業務
海外勤務健康管理センターにおいては、次の 海外勤務健康管理センターにおいては、次の 海外派遣労働者の健康管理の向上を図るため 海外派遣労働者の健康管理の向上を図るため、海外勤務健康管理、

取組により、海外派遣労働者の健康管理の向上 ような取組を行うことにより、海外派遣労働者 海外勤務健康管理センターにおいては次のよう センターにおいて次のような取組を行った。
を図ること。 の健康管理の向上を図る。 な取組を行う。

（１）海外派遣労働者に対する健康診断や派遣企 （１）センター利用者を確保するため、海外派遣 （１）センター利用者の確保等 （１）センター利用者の確保等
業の安全衛生担当者に対する講習会への参加 労働者や派遣企業に対する広報活動を強化す ① 海外勤務者や派遣企業に対する広報活動の ① センター利用者の確保
等の海外勤務健康管理センターの利用者を中 るとともに、毎年度、定期的にセンター利用 強化により、健康診断被験者・講習会受講者 海外派遣企業及び商工会議所等を訪問して海外派遣労働者に対
期目標期間中、６万５千人以上（※）確保す 者に対するニーズ調査及び満足度調査を行い 等の施設サービス利用者を１万２千９百人以 する健康管理の重要性等を説明するなど、広報活動を強化すると
るとともに、海外派遣労働者の健康増進、メ その結果を次年度の業務運営に反映する。 上確保するとともに、利用者満足度調査を実 ともに、最新の海外の医療情報（海外医療状況・環境衛生状況・
ンタルヘルス等に関する調査研究を行い、そ また、長期海外赴任者の生活習慣病及びメ 施し、海外派遣労働者の健康管理の向上に有 薬剤情報等）を提供するなどサービスの向上に努めた。
の成果を広く情報提供すること。 ンタルヘルス不全等に関する調査研究を行う 用であった旨の評価を８０％以上得る。 特に、海外派遣企業に対し「新型インフルエンザに係る海外派

また、センター利用者については、海外派 とともに 研究成果をホームページで提供し 遣企業での感染症危機管理対策」の講演会開催・ガイドラインの、 、
遣労働者の健康管理に有用であった旨の評価 中期目標期間中、アクセス件数を９万件以上 作成・ホームページでの情報提供・専用電子メール相談窓口の開
を８０％以上確保すること。 （※）得る。 設を行った結果、健康診断被験者・講習会受講者等の施設サービ

ス利用者を１４，７５７人確保した （１６～１７年度の２年間。
（※参考：平成１４年度実績 （※参考：平成１４年度実績 で中期計画の４５．５％を達成）

１２,４１４人×５年間の５％増） １５,６００件×５年間の１５％増） また、施設サービス利用者に対して、赴任前、赴任後の健康診
断のみならず、赴任中の健康管理に関するフォローアップ（Ｅメ
ール・ＦＡＸ・国際郵便による医療相談及び健康診断結果の電子
媒体での提供）など海外勤務に係る一貫した健康管理サービスの
提供を行った結果、利用者満足度調査（８月、２月・年２回）
において、９２．７％の海外派遣労働者の健康管理の向上に有用
であった旨の評価を得た。

② 施設利用者に対する満足度調査の結果を検 ② 満足度調査の結果に基づく業務の改善
討し、業務の改善に反映する。 満足度調査において出された「待ち時間が長い割には診察時間

が短い」という健診者の意見を基に、医師の配置を２診から３診
へ増やすこと等により施設利用者の利便性向上のための改善を行
った。

③ 「海外勤務による生活習慣病の健康への影 ③ 調査研究の実施及び研究成果の提供
響についての解析 （平成１６年～平成１８ 海外勤務による生活習慣病の健康への影響についての解析 ３」 「 （
年の３年計画の２年目）及び「メンタルヘル 年計画の２年目 」では、海外勤務者と人間ドック被験者との比）
ス不全に影響を及ぼす諸要因の解明 （平成 較検討を進め、赴任地域や赴任期間などの因子と健診時の検査結」

。 、１６年～平成１８年の３年計画の２年目）に 果との関連を解析している １７年度は内臓脂肪面積や体脂肪率
ついての調査研究を実施するとともに、これ 動脈硬化度などの検査結果についても、同様に比較検討し、海外
までの研究成果をホームページで情報提供し 勤務との関連を分析している。、
１万７千件以上のアクセスを得る。 また 「メンタルヘルス不全に影響を及ぼす諸要因の解明（３、

年計画の２年目 」では、１７年度は１６年度に収集したデータ）
の分析に加え新たに「センス・オブ・コヒアランス（首尾一貫感
覚 」を要因とした分析を行っている。）

上記について、ホームページに情報提供を行った結果、３４，
５１３件（１６～１７年度の２年間で中期計画の６１．３％を達
成）のアクセス数を確保した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

（２）海外に在留する邦人労働者の健康管理の支 （２）医療不安が大きく、一定数以上邦人労働者 （２）海外巡回健康相談・研修及び交流 （２）海外巡回健康相談・研修及び交流
援を行うため、海外巡回健康相談を実施し、 が在留している地域を対象に現地日本人会等 海外に在留する邦人労働者の健康管理の支 海外に在留する邦人労働者の健康管理の支援を図るため、次の
巡回健康相談が海外での健康管理に有用であ からの情報を調査分析し、海外巡回健康相談 援を図るため、次のような取組を行う。 ような取組を行った。
った旨の評価を８０％以上得るとともに、当 を実施するとともに、海外巡回健康相談時に
該事業の効果的な実施のため、ニーズ調査等 満足度調査、ニーズ調査を行い、その結果を ① 医療面の不安の大きい地域で、法人労働者 ① 海外巡回健康相談の実施
を行い 派遣対象地域の見直し等を行うこと 次回の海外巡回健康相談の業務内容の改善、 が一定数以上在留している地域を対象に、現 医療面の不安、セカンドオピニオンの需要及び健康相談に対す、 。

また、赴任地先の医療サービスの向上に向 派遣対象地域の見直し等に反映する。 地日本人会等からの情報を調査分析し、必要 るニーズの高い地域で、邦人労働者が一定数以上在留している地
けた協力を図ること。 また、赴任地先の医療サービスの向上に資 な国 都市において海外巡回相談を実施する 域を対象に、外務省の派遣都市調査、日本人会や在外公館等の市、 。

するための現地医療関係者を対象とした研修 場調査等を踏まえて巡回対象地域の選定を行い、アジア・アフリ
及び交流を実施するとともに、研修効果の評 カ・中南米・東欧の３２ヶ国５２都市に、前期（６月～７月）３
価を行い、結果を次回研修に反映する。 チーム、中期（１０月～１１月）４チーム、後期（２月）４チー

ムの計１１チームを派遣して、海外巡回健康相談を実施した。

② 海外巡回健康相談時に実施した満足度調査 ② 満足度調査・ニーズ調査の結果に基づく業務の改善及び派遣対、
ニーズ調査の結果に基づき、翌年度の海外巡 象地域の見直し
回健康相談についての改善策の検討及び派遣
対象地域の見直しを行う。 ア 満足度調査

各都市で無作為に抽出した相談者２２５人（うち有効回答
２２３人、回答率９９．１％）に対し、説明の分かりやすさ、
相談内容等１６項目についてアンケート調査（満足度調査）を
実施した。

相談時におけるプライバシーへの配慮やＥメール、ＦＡＸに
よる相談（①小児科、産婦人科等の専門的な相談内容について
海外勤務健康管理センターからのバックアップ体制の強化、②
メンタルヘルス面での帰国後のフォローアップ）など巡回健康

、 ．相談会場のみに留まらないきめ細かな対応に努めた結果 ９４
６％の相談者から海外での健康管理に有用であった旨の評価を
得た。

イ 派遣対象地域の見直し
上記満足度調査及び海外４０都市の現地日本人会に対して実

施したニーズ調査や外務省等が実施した派遣都市調査などを踏
、 （ ）まえて検討会等を開催し 平成１７年度には天津・西安 中国

について派遣中止とした。さらに厦門・合肥（中国）について
も、医療環境の改善などによる派遣の是非を検討した。

また、相談者数が減少したアンカラ（トルコ 、バタム（イ）
ンドネシア）については、日本人会等からの要望が引き続き大
きいことも考慮して、平成１８年度の実績を見たうえで改めて
見直しについて検討することとした。

③ 海外勤務者が赴任地先で必要とする医療サ ③ 現地医療関係者を対象とした研修及び交流
ービスの向上のため、現地医療関係者を対象 １７年度は、マレーシア、トルコ、ケニア、中米、中国の医療
とした研修及び交流を実施する。 関係者に対して、日本における医療制度や診療システム及び患者

また、研修生に対して研修効果の評価を行 接遇などについて、日本語研修を含め医療現場での体験を通した
い、その結果に基づき次回研修の改善につい 研修を行った結果、日本人や日本の医療に対する理解が深まった
て検討する。 との評価を得た。

また、帰国後の伝達研修などを通して関係する職員に対し、研
修で得た知見を広く周知したとの報告を受けた。

アガ・カーン大学最高経営責任者及び病院長（パキスタン 、）
チェンマイ・ラム病院医師（タイ）並びにニカラグア・マサヤ市
保健医療労働組合事務局長、トリニダートトバコ国立病院医師と
の交流では 「日本人診療における問題点と今後の対応」や「日、
本の医療制度、診療システム等について」の意見交換を行った。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

また、８カ国１２の海外友好病院では日本人スタッフの配置、
日本語のパンフレットの整備等、現地で日本人が適切でより良質
な医療を受けられるような環境が整備されている。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

４ 産業保健関係者に対して研修又は相談、情報 ４ 産業保健関係者に対して研修及び相談、情報 ４ 産業保健関係者に対して研修及び相談、情報 ４ 産業保健関係者に対して研修及び相談、情報の提供、その他の援
の提供、その他の援助を行うための施設の運営 の提供、その他の援助を行うための施設の運営 の提供、その他の援助を行うための施設の運営 助を行うための施設の運営業務
業務 業務 業務 労働災害防止計画に定める労働者の健康確保対策の推進に寄与す

産業保健推進センターにおいては、労働災害 産業保健推進センターにおいては、労働災害 労働災害防止計画に定める労働者の健康確保 ることを基本方針とした産業保健関係者に対する支援を行うため、
防止計画に定める労働者の健康確保対策の推進 防止計画に定める労働者の健康確保対策の推進 対策の推進に寄与することを基本方針とした産 産業保健推進センターにおいては次のような取組を行った。
に寄与することを基本方針として、産業保健関 に寄与することを基本方針とし、以下の取組に 業保健関係者に対する支援を行うため、産業保
係者に対する支援を行うこと。 より、産業保健関係者に対する支援機能を強化 健推進センターにおいては次のような取組を行

する。 う。
（１）産業保健関係者に対する研修又は相談の実 （１）産業保健関係者に対する研修又は相談の実 （１）産業保健関係者に対する研修又は相談の実 （１）産業保健関係者に対する研修又は相談の実施

施 施 施
中期目標期間中、産業医等の産業保健関係 産業保健関係者に対し、次のような取組を 産業医、産業看護職等の産業保健関係者に対し、延べ２，８４

者に対し、延べ１万回以上（※１）の研修を 行うことにより延べ２千回以上の研修を実施 ４回の研修（受講者数８１，４２０人）を実施するとともに、産
実施するとともに､研修内容等の改善を図る するとともに、産業保健関係者からの相談を 業保健関係者からの１５，０３３件の相談に応じた。
仕組みを充実すること。 ９千６百件以上確保する。また、利用者満足 研修及び相談の利用者満足度調査を実施したところ、研修につ

また､産業保健関係者からの相談を、中期 度調査を実施し、研修又は相談の利用者から いては９１．２％、相談については９５．９％の利用者から、産
目標期間中、４万８千件以上（※２）実施す 産業保健に関する職務を行ううえで有益であ 業保健に関する職務を行う上で有益であった旨の評価を得た。
ること。 った旨の評価を８０％以上確保する。

なお、研修又は相談の利用者については、 ⅰ 産業医等に対する専門的研修
産業保健に関する職務を行う上で有益であっ ・実施回数：２，８４４回
た旨の評価を８０％以上確保すること。 ［年度計画の１４２．２％、１６～１７年度の２年間で中期

目標（１０，０００回以上）の５４．７％を達成］
（※参考１：平成１４年度実績 ・受講者（産業医等）数：８１，４２０人

１，９１６回×５年間の５％増） ［１６年度７５，６９５人に対して７．６％の増］
・満足度（産業保健に関する職務を行う上で有益であった旨

（※参考２：平成１４年度実績 の評価 ：９１．２％）
９，０９８件×５年間の５％増） ［中期目標である８０％以上を大幅に上回った］

ⅱ 産業医等に対する専門的相談
・相談件数：１５，０３３件
［ （ ， ）１６～１７年度の２年間で中期目標 ４８ ０００件以上

の５３．０％を達成］
・満足度（産業保健に関する職務を行う上で有益であった旨

の評価 ：９５．９％）
［中期目標である８０％以上を大幅に上回った］
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

ⅲ アスベスト問題に関する迅速かつ的確な対応
アスベストによる健康障害の発生が社会的に大きな問題とな

ったことから、１７年７月の「アスベスト問題に関する関係閣
僚による会合」における「アスベスト問題への当面の対応」の
取りまとめに先立ち、産業保健推進センターに健康相談窓口を
開設し、産業保健関係者に加え、労働者、離職者、家族等に対
し、健康等に関しての相談に応じた。
［窓口相談件数：４，４３４件（平成１７年７月～平成１８年

３月末 ］）
さらに、行政からの要請に応じ、アスベストによる健康障害

が発生している地域の労働者や周辺住民の健康不安解消のた
め、石綿についての知識を有する医師、相談員等による現地健
康相談を開設するとともに、専門家による講演会を実施した。

産業保健相談員等による相談会：３４回（７０６件受付）
産業保健相談員等による講演会：１１回（１，０５４名受講）

① 産業医等の産業保健関係者に対する研修に ① 産業医等の産業保健関係者に対する研修内 ① 研修内容の質の向上及び利便性の向上
ついては、ニーズ調査やモニター調査等の結 容の質の維持・向上を図るため、研修内容等 次のａ～ｅに示す「計画‐実施‐評価‐改善」のサイクルによ
果に基づき、研修のテーマや内容に関する専 の改善を図る仕組み（計画ー実施ー評価ー改 る研修内容等の改善を図る仕組みを継続的に実施する等により以
門家による評価を行い、研修内容の質の向上 善を継続的に実施する仕組み）を運用する。 下のように産業医等の産業保健関係者に対する研修内容の質の向
を図る。 また、過重労働による健康障害防止に資す 上が図られた。

また､利便性の向上の観点から、インター るため、産業医が行う長時間労働者に対する
ネット等多様な媒体を用いた研修案内、研修 面接指導に関する研修を実施する。 ａ ニーズ調査、産業保健モニター制度等によるニーズの把握
の申込受付を実施する。 ｂ 運営協議会の意見を踏まえた事業計画の策定

ｃ 事業計画に基づく事業の実施
ｄ 評価担当産業保健相談員等による事業実績の評価
ｅ 評価結果を踏まえた事業の改善

ア 実習・実践的研修の実施割合の拡大
［１，０４７回実施（研修全体の３６．８％ ］）
グループ討議を取り入れた双方向研修、産業医職場巡視のた

めの実地研修、産業医・主治医ペアの当該メンタルヘルス不調
者の職場復帰システム研修等実践的研修の割合を高めた。

イ 時宜を得たテーマによる研修の実施
・アスベストに関する研修：２１９回
・労働安全衛生法の改正を受け、産業医が行う長時間労働者に

対する面接指導に関する研修の実施：９７回

ウ 利便性の向上
利便性の向上を図るため、各産業保健推進センターのホーム

ページを充実し、インターネット等による研修案内及び申し込
み受付（全センター）を行うとともに、研修内容要約文を付し
た研修広報の実施、各産業保健推進センターが発行する情報誌
への研修案内の掲載（全センター）を行った。

また、近隣のセンターと共同開催の研修を行った （開催回。
数：５１回）
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

② 産業保健関係者からの相談については、多 ② 産業保健関係者からの相談の質を確保する ② 産業保健関係者からの相談の質及び利便性の向上
様な分野の専門家の確保、インターネット等 ため、産業医学、労働衛生工学、メンタルヘ 各産業保健推進センターにおいて、それぞれ、産業医学、労働

、 、 、 、多様な媒体での相談の受付等により、質及び ルス等の分野の専門家を確保し、専門的見地 衛生工学 メンタルヘルス 労働衛生関係法令 カウンセリング
利便性の向上を図る。 から相談に対する回答を行う。特に過重労働 保健指導の全６分野の専門家１，２１３名を産業保健相談員とし

、 （ ）による健康障害防止に資するため、脳・心臓 て委嘱し 脳・心臓疾患等に関する分野の専門家の充実 ５６人
疾患に関する分野の専門家の拡充を図る。さ を図り、産業保健推進センター業務の企画・運営に活用するとと
らに、利便性の向上を図るため、インターネ もに、産業保健関係者からの相談に対し、専門的見地から回答を
ット、ＦＡＸによる相談の受付、頻出の相談 行った（全センター 。）
をホームページへ掲載する。 加えて、アスベスト被害に関する健康相談窓口を設置するとと

もに、アスベストに関する現地健康相談を開催し、産業保健関係
者に加え、労働者、離職者、家族等に対し、健康等に関しての相
談に応じた。

また、相談の利便性の向上を図るため、ＦＡＸ・インターネッ
トを通じた相談の受付（全センター）を実施するとともに、受け
付けた相談については１週間以内に回答した。

さらに、頻出の相談については、労働者健康福祉機構ホームペ
ージ上の産業保健に関するＱ＆Ａを充実し、３２６項目の質問及
び回答を掲載した（アクセス件数１４，５５４件 。）

③ 研修、相談の実施による事業効果の把握
研修・相談等の産業保健推進センター事業の効果を把握するた

め全国レベルの調査に先立ち、各センターの取組事例の収集を行
った。

全国レベルの調査については、調査設計を終了し、１８年度に
おいて調査を実施中。

【調査内容】
センターの研修・相談・情報提供により

・産業医等の知識・能力の向上にどのような効果があ
ったのか。

・事業場における産業保健活動の活性化にどのような
効果があったのか。

・当該事業場における労働者の健康状況の改善にどの
ような効果があったのか。

なお、全国レベルの上記調査に先立ち、各センターの取組事例
の収集を行った。好事例は以下のとおり。

【好事例】
・受講した企業本社の衛生管理者の知識や研修能力が

向上したことにより、当該受講者が講師となる全国
の関連事業場における研修が増加し、社員に対する
心と体の健康づくり研修が充実した。

・産業保健推進センターが独自に作成した「メンタル
ヘルス対応マニュアル」を産業医研修等に使用した
ところ、事業場において積極的に活用され、産業保
健活動が活性化された （２万５千部配布）。

・産業保健推進センターが、これまでなかった長時間
立位者のための腰痛防止チェックリストを作成し、
研修等で使用したところ、産業医等が当該事業場に
おいて積極的に活用し、販売員等の腰痛防止に効果
が得られたとの改善事例が多数報告された。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

（２）産業保健に関する情報の提供その他の援助 （２）産業保健に関する情報の提供その他の援助 （２）産業保健に関する情報の提供その他の援助 （２）産業保健に関する情報の提供その他の援助
ホームページ等を通じて産業保健に関する 産業保健に関する情報の質の向上及び利便 産業保健に関する情報の質の向上及び利便性の向上を図るため

情報を提供するとともに、当該情報の質の向 性の向上を図るため、次のような取組を行う 次のような取組を行うとともに、地域の産業保健活動の促進を図
上、利便性の向上を図ること。 とともに 地域の産業保健活動の促進を図る った。、 。

また、地域の産業保健活動の促進を図るた
め、都道府県労働局、労働基準監督署と連携 ① 産業保健関係者に対し、年４回発行する情 ① 産業保健関係者に対し年４回発行する情報 ① 産業保健関係者に対する情報提供の質の向上
し、地域産業保健センターに対する支援を強 報誌及びホームページ等により、産業保健に 誌「産業保健２１ 、ホームページ及びビデ 産業保健関係者に対し、産業保健活動に資する情報を提供する」
化するとともに、事業主に対する広報及び啓 関する情報の提供を行うとともに、専門家の オ・図書により産業保健に関する情報を提供 ため、機構本部及び各産業保健推進センターにおいては、次のよ
発等を行うこと。 意見の反映により、提供する情報の質の向上 するとともに、提供する情報の質の向上を図 うな情報の質の向上を図る取組を行った結果、ホームページアク

， 、 ．を図り、中期目標期間中、ホームページのア るため産業保健相談員会議において検討を行 セス件数が６３８ ２５８件と大幅に増大し 対前年度比で３０
クセス件数を１１２万件以上（※）得る。 う。これらにより、ホームページのアクセス ３％の増、１６～１７年度の２年間で中期計画の１１２万件以上

また ビデオ・図書の計画的な整備を行い 件数については３５万件以上得る。 を既に達成した。、 、
、 、そのリストをホームページ上で公開する。 また ビデオ・図書の計画的な整備を行い

そのリストをホームページ上で公開する。 ・産業保健推進センターホームページ
（※参考：平成１４年度実績 アクセス件数：６３８，２５８件

１９２，４９７件×５年間の１５％増） ［対前年度比で３０．３％増、１６、１７年度で中期計画
（１１２万件以上)の１００．７％を達成］

・ビデオ・図書
整備件数：８１，７７３件
貸出件数：６５，０９５件

・ 産業保健２１」「
発行回数：４回
発行部数：２８６，０００部
配付先：産業保健推進センターで把握しているすべての産

業医、産業看護職、衛生管理者等（いずれも企業
経由）

・産業保健情報誌（地域版として各センター毎に作成）
発行回数：１６０回
発行部数：５９５，４５５部
配付先 ：地域の産業医、産業看護職、衛生管理者等（い

ずれも企業経由）

ア 機構本部
産業医活動の成果や好事例、国における産業安全衛生の動き

に加え、アスベストに関する記事、産業医による長時間労働者
に対する面接指導を義務づけた改正労働安全衛生法に関する記
事等時宜に適した記事を掲載した情報誌「産業保健２１」を発
行し、企業を経由して全国の産業医等に配付するとともに、産
業保健情報の普及・教育の観点から４７都道府県の教育委員
会、４７都道府県の地域保健担当部局に配付した。

また、ホームページ上に、アスベスト問題の発生と同時に他
機関に先がけアスベストに関する情報提供コーナーを開設、改
正労働安全衛生法の動向の掲載、頻出の相談内容のＱ＆Ａ項目
の充実・拡大、全国の産業保健推進センターとのリンクなど、
最新の産業保健情報を提供した。

さらに、平成１７年４月２５日に発生したＪＲ福知山線電車
脱線事故により、トラウマティックストレス（心的外傷を負う
ような精神的障害）を受けた労働者及び家族の心のケアに供す
るため 「職場における災害時のこころのケアマニュアル」を、
作成し、各産業保健推進センターを通じて関係事業場に配付し
た。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

イ 各産業保健推進センター
産業構造等に応じた地域の情報の掲載、情報誌（地方版）を

近隣のセンターと共同編集することによる近隣県に係る広域情
（ ） 、報の掲載等内容の充実した産業保健情報誌 地域版 を発行し

企業を経由して地域の産業医等に配付するとともに、地域産業
保健情報、研修の案内・受付、ビデオ・図書のリストの掲載、
頻繁な更新（３，２０２回）などにより各センターのホームペ
ージの内容を充実した。

ウ 提供する情報の質の向上を図るため、機構本部において、外
部の有識者等からなる委員会を設置し審議を行うとともに（平

）、 、成１７年４月１３日開催 各産業保健推進センターにおいて
産業保健相談員会議を開催し審議を行った （１４５回）。

② 各産業保健推進センターにおいて、地域産 ② 各産業保健推進センターにおいて、地域産 ② 郡市区医師会に設置されている地域産業保健センター（全国３
業保健センター運営協議会における助言を行 業保健センター運営協議会に出席し助言を行 ４７ヶ所）への支援及び事業主に対する啓発活動
うとともに､地域産業保健センターのコーデ う。 各産業保健推進センターにおいて、次の取組を行った。
ィネーターに対し、新任研修に加え、年１回 また、地域産業保健センターのコーディネ
以上研修を実施する。また、事業主に対し、 ーターに対し、東京、大阪で本部主催の新任 ア 地域産業保健センターへの支援
ホームページ等多様な媒体による広報及び啓 研修を行うとともに、各産業保健推進センタ
発を行う。 ーにおいて年１回以上能力向上のための研修 ・地域産業保健センター運営協議会に出席、助言（４２０回）

を実施する。 ・地域産業保健センターの新任コーディネーターに対し、コー
事業主に対しては、ホームページ、情報誌 ディネーターとして必要な基本的知識を付与するための研修

による広報を実施するとともに、事業主セミ を実施（東京５月１０日開催：２５人参加、大阪５月１１日
ナーを開催し意識の啓発を行う。 開催：２０人参加）

※ 研修受講者に対するアンケート調査では、すべての受
講者から「十分理解」又は「かなり理解」した旨の評価
を得た。
（３段階評価、有効回答４５人、回答率１００％）

・地域産業保健センターのコーディネーターに対する能力向上
研修を開催 （７５回）。

イ 事業主に対する啓発活動
ホームページ及び情報誌を用いて情報提供を行うとともに、

現下の産業保健問題等に関する事業主セミナーを開催（６７４
回）し、意識の啓発を図った。また、機構本部のホームページ
に産業保健に関するＱ＆Ａを掲載した （３２６項目の質問及。
び回答を掲載）
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

５ 小規模事業場産業保健活動支援促進助成金及 ５ 小規模事業場産業保健活動支援促進助成金及 ５ 小規模事業場産業保健活動支援促進助成金及 ５ 小規模事業場産業保健活動支援促進助成金及び自発的健康診断受
び自発的健康診断受診支援助成金の支給業務 び自発的健康診断受診支援助成金の支給業務 び自発的健康診断受診支援助成金の支給業務 診支援助成金の支給業務

助成金の効果的・効率的な支給等を図るため、次のような取組を
行った。

（１）業績評価を踏まえた支給業務の見直し及び （１）業績評価を踏まえた支給業務の見直し及び （１）業績評価を踏まえた支給業務の見直し及び （１）業績評価を踏まえた支給業務の見直し及び透明性の確保
透明性の確保 透明性の確保 透明性の確保 小規模事業場産業保健活動支援促進助成金については平成１６

業績評価を実施し、効果的・効率的な支給 業績評価を実施するとともに、その評価を 助成金の効果的・効率的支給を行うために 年度の評価に基づき、支給規程の一部改正により、申請受付期間
業務の実施を図ること。 踏まえた業務の見直しを行い、より効果的・ 策定した支給業務に関する業績評価実施細則 を従来の５月末から６月末日まで延長するとともに、助成金の支

効率的な支給業務を行う。 に基づき、業務についての業績評価を行い、 給については従来の年２回から３回に増やした。
その結果を業務運営に反映させるとともに、 業績評価委員会産業保健評価部会において、小規模事業場産業
評価結果については、ホームページ等で公表 保健活動助成金について、継続事業場の事務処理の負担軽減を図
する。 るため適切な措置を講ずるよう意見が出され、検討の結果、申請

様式のプレプリント化を決定した。
業績評価委員会産業保健評価部会の評価結果はホームページ等

で公表した。

（２）助成金に関する周知 （２）助成金に関する周知 （２）助成金に関する周知 （２）助成金に関する周知
労働基準監督署、地域産業保健センター等 ホームページなど多様な媒体を用いた広報 ホームページに助成金に関するＱ＆Ａを引 ① 助成金に関する周知の取組について

と連携し、助成金の一層の周知を図ること。 、労働基準監督署、地域産業保健センター等 き続き掲載するとともに、産業保健関係者に 助成金の周知を図るため、情報誌「産業保健２１ （４月号、」
と連携した周知活動を実施する。 対し年４回発行する情報誌「産業保健２１」 ７月号、１０月号、１月号）に助成金に係る記事を掲載するとと

に助成金に関する記事を掲載する。 もに、労働衛生関係団体及び業界団体等に対しポスター、パンフ
また、労働衛生関係団体及び業界団体等に レット等を配布し、当該団体の発行する機関誌等６誌（産業医学

対し、ポスター、パンフレット等を配布して ジャーナル、働く人の安全と健康、季刊労働衛生管理、ＮＯＷ、
、 ） 。周知活動を行い、その機関誌等に助成金に関 看護ニュース セキュリティ に助成金に関する記事を掲載した

する記事の掲載を依頼するとともに、事業主 また、労働基準監督署に対し延べ８２９回、地域産業保健セン
セミナー等を活用して積極的に利用勧奨を行 ターに対し延べ８２８回の協力依頼を行い、連携して周知活動を

、 ， 。う。 行ったほか 延べ４ ３４１事業場等に対して利用勧奨を行った
さらに、労働基準監督署、地域産業保健セ 機構のホームページには、すでに助成金に関するページを掲載

ンターに対して助成金の周知について協力の している。
依頼を行う。

② 周知の取組の効果の把握について
情報誌「産業保健２１」の読者に対しアンケート調査を行った

結果、有効回答のうち、助成金の利用案内について７割以上が理
解し、参考になったとの回答を得た。

、 、また 助成金に関するホームページのアクセス件数については
前年度１４，６０４件から１７年度は１６，１６５件と１０．７
％増加した。

（３）手続の迅速化 （３）手続の迅速化 （３）手続の迅速化 （３）手続の迅速化
審査を適正に行うとともに、効率化を図る 支給業務のマニュアル化等事務処理方法の 事務処理用コンピュータ新システム及び支 事務処理の効率化、利便性の向上を目的として事務処理用コン

こと等により、中期目標期間中に、申請書の 見直しを図るとともに、助成金業務に関する 給業務マニュアルにより、申請書の受付締切 ピュータシステム（小規模事業場産業保健活動支援促進助成金）
受付締切日から支給日までの期間を原則とし 会議を毎年開催し、その内容を徹底する｡ま 日から支給日までの事務処理の短縮を図る。 のプログラムの改善を行い、１７年度から稼働させた。これによ
て、小規模事業場産業保健活動支援促進助成 た､不正受給防止を図るため、必要に応じて また、不正受給防止を図るため、会議等で り、１７年度は申請の受付締切日から支給までの期間が前年度
金については、４５日以内（※１ 、自発的 情報収集、実態調査を実施する。 支給業務マニュアルに基づく書類審査の徹底 ５６日から５日間短縮して５１日となり、中期目標期間中に短縮）
健康診断受診支援助成金については、２５日 を指示するとともに、必要に応じて情報収集 すべき１６日のうち、２年間で１０日間短縮し、中期目標の６３
以内（※２）とすること。 等のため、実態調査を実施する。 ％を達成した。

小規模事業場産業保健活動の継続事業場の事務処理の負担軽減
（※参考１：平成１４年度実績 ６１日） を図り、さらなる手続き期間の短縮化を図るため、支給申請様式
（※参考２：平成１４年度実績 ２５日） のプレプリント化を決定した（平成１７年度に事務処理のコンピ

ュータシステムの変更を行い１８年４月から稼働 。）
また、自発的健康診断受診支援助成金については、前年度２５

日から１日短縮して２４日になり中期目標を達成した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

（４）不正受給の防止
不正受給の防止に関しては、助成金支給業務マニュアルに基づ

き、助成金の申請時等に厳正な審査を行い、虚偽記載のないこと
を確認するとともに、必要に応じて情報収集のため、対象事業場
の現地調査を実施している （平成１７年度は１１事業場の現地。
調査を行った結果、不正受給はなかった ）。

また、助成金支給規程の改定を行い、調査の結果、不正受給が
発覚した場合には助成金を返還させるとともに、企業名等を公表

、 。することとし 事業主向けのパンフレットにもその旨を記載した

（５）助成金事業の効果の把握

① 小規模事業場産業保健活動支援促進事業のアンケート調査結果
ア 調査時期 平成１７年４月
イ 対象者 平成１６年度助成事業終了事業場（３ヶ年間）

７８０事業場
ウ 回収率 ７１．３％
エ 調査項目

ⅰ 本事業に対する満足度
本事業に対する満足度７３．０％
（大いに満足２４．８％、満足４８．２％）

ⅱ 本事業の具体的効果
・３ヶ年の産業保健活動の効果に対する評価（複数回答可）

従業員の健康に対する意識が変わった（５４．１％ 、従）
業員への衛生・健康教育が充実した（３１．５ 、従業員%）
の健康診断受診率が向上した（２８．２％）等の評価があっ
た。

・産業保健活動の継続
事業終了後に産業保健活動を継続する事業場の割合は、現

在の産業医を引き続き選任する（４７．０％ 、他の産業医）
を選任する（２．７％ 、他の代替措置を講ずる（２３．２）
％）等何らかの形で産業保健活動を継続する意思がある事業
場は７２．９％であった。

ⅲ その他意見・要望
助成期間の延長、助成金額の見直し、提出書類の簡素化な

どの意見・要望があった。

オ 評価結果
利用事業場における労使の意識や健康診断受診率の向上が図

られるなど、本助成金の効果が認められた。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

② 自発的健康診断受診支援助成金のアンケート調査結果
ア 調査時期 平成１７年４月～平成１８年３月
イ 対象者 深夜業従事者（２，５６５人）
ウ 回収率 ６７．７％
エ 調査項目

ⅰ 満足度調査
自らの健康確保または健康上の不安解消に役立ったので
． 。９９ ５％がまたこの制度を利用したいとという回答であった

ⅱ 本事業に対する意見・要望
助成金額を増やしてほしい、健康診断項目を増やしてほし

い、夜勤回数に関係なく対象にしてほしい、申請手続きを簡
素化してほしいなどの意見・要望があった。

オ 評価結果
助成金額、健康診断項目等に改善要望等があるものの、極め

て高い評価を得ている。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

６ 未払賃金の立替払業務 ６ 未払賃金の立替払業務 ６ 未払賃金の立替払業務 ６ 未払賃金の立替払業務

（１）立替払の迅速化 （１）立替払の迅速化 （１）立替払の迅速化 （１）立替払の迅速化
審査を適正に行うとともに、効率化を図る 審査業務のマニュアル化の徹底等事務処理 平成１６年度に引き続き 不備事案を除き 審査を適正に行うとともに、請求書の受付日から支払日までの、 、

こと等により、中期目標期間中に、不備事案 方法の見直し、支払回数の拡大を行うととも 請求書の受付日から支払日までの期間を中期 期間を、不備事案を除き平均で３０日以内とするため、次の措置
を除き、請求書の受付日から支払日までの期 に、立替払制度及びその請求手続に関して、 目標期間中に平均で３０日以内とするため次 を講じた。
間を平均で３０日以内（※）とすること。 Ｑ＆Ａ方式により分かりやすく説明するなど の措置を講ずる。 これらの取組みにより、支払い期間は、対前年度比０．５日短

ホームページ等を活用した情報提供を充実す 縮して、２９．６日となり、中期目標の３０日以内を達成した。
（※参考：平成１４年度実績 ４３．７日） る。

① 迅速な審査のための、事務処理方法の改善 ① 新任職員研修や疑義事案検討会を年間４回実施して審査業務の
を行う。 標準化を徹底する等の業務処理方法の改善を行った。

② 原則週１回の立替払を堅持する。 ② 原則週１回の立替払いを堅持するとともに、計画の４９回に対
して、企業の倒産により生活困窮者となった労働者のために、年
末（１２月２７日）に追加して支払いを行い、年間５０回の支払
を実施した。

平成１７年度支払回数 ５０回
平成１６年度支払回数 ４８回
平成１５年度支払回数 ３１回

③ 請求書の記載方法や立替払制度等を解説し ③ 請求書の記載方法や立替払制度等を解説した破産管財人等向け
た破産管財人等向けのパンフレットの配付先 のパンフレットについては、新破産法の施行をうけ、内容を刷新
を増やすとともに、制度や手続きを紹介する し作成した。配付先は平成１６年度に配布した各労働基準監督署
ホームページの内容を更新し、情報提供の充 及び各地方裁判所に加え、日本弁護士連合会にも配布した。
実を図る。 また、ホームページについても、新破産法に対応して、内容を

更新した。
なお、ホームページアクセス件数は１７年度１７，６５０件と

． （ ， ） 。前年度より４０ ０％増 １６年度：１２ ６０４件 となった

新破産法の概略
・破産手続の迅速化と合理化
・労働債権の一部の財団債権化

④ 大型倒産事案について、請求書提出前に破産管財人に対して事
前指導を実施した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

（２）立替払金の求償 （２）立替払金の求償 （２）立替払金の求償 （２）立替払金の求償
代位取得した賃金債権について適切な債権 立替払の実施に際し、立替払後の求償につ 賃金債権の回収を図るため、立替払の求償

管理及び求償を行い、破産財団からの配当等 いて事業主等に対して周知徹底を図るととも について次のような取組を行う。
について確実な回収を行うこと。 に、破産事案における確実な債権の保全、再

建型倒産事案における弁済の履行督励等を適 ① 事業主等への求償等周知 ① 事業主等への求償等周知
時適切に行うことにより、弁済可能なものに 事業主等に対し立替払制度の趣旨や当機構 事業主等に対し立替払制度の趣旨や当機構の求償権行使に関し
ついて最大限確実な回収を図る。 の求償権行使に関するホームページ、パンフ てホームページ及びパンフレットに詳しく解説を盛り込むなどの

レット等により周知徹底を図る。 内容の充実を図り、一層の周知徹底を図った。

ホームページアクセス件数
平成１７年度１７，６５０件

（平成１６年度１２，６０４件 ４０．０％増）

② 清算型における確実な債権保全 ② 清算型における確実な債権保全
， 、破産事案等弁済が配当等によるものについ 平成１７年度の破産事案立替払事業所延数２ ８００件のうち

ては、裁判手続への迅速かつ確実な参加及び 求償可能な案件１，９８０件の全件について、債権届を提出し、
インターネットによる清算・配当情報を収集 破産手続きに迅速に参加した。

、 、する。 なお 平成１７年度に配当のあった事業所数は８７２件であり
， 。１７年度末に破産手続中の事業所数は３ ７４２件となっている

また、インターネットにより官報検索を行い、清算・配当情報
を収集し確実な債権管理を行った。

③ 再建型における弁済の履行督励 ③ 再建型における弁済の履行督励
再建型である民事再生事案等については、 再建型である民事再生事案等について、債務承認書又は弁済計

再生債務者等に対して債務承認書又は弁済計 画書が提出されていない再生債務者等に対し、当該事案の１５１
画書の提出督励及び弁済督励を行う。 事業所全件について４０２回の提出督励を実施した結果、１１４

事業所から提出された。
また、指定期日に弁済が行われていない事案については、９２

事業所全件について２３４回の弁済督励を実施し、６４事業所か
ら弁済履行された。

※事業所数は延数であり、同一事業所に対して複数回、履行督励
を行う場合がある。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

７ リハビリテーション施設の運営業務 ７ リハビリテーション施設の運営業務 ７ リハビリテーション施設の運営業務 ７ リハビリテーション施設の運営業務
リハビリテーション施設については、入所者

の自立更生の援助という目的に応じた、より効 （１）各人の適性に応じた社会復帰プログラムの （１）入所者の自立能力の早期確立を図るため、 （１）作業所の抜本的見直し
果的な運営を行うとともに、入所者個々の状況 作成や就職指導等により自立能力を早期に確 入所者毎の社会復帰プログラムに則り、定期 機構内に「労災リハビリテーション作業所のあり方に関する有
に応じた適切な生活・健康管理の下で軽作業に 立する。 的（３ヶ月に１回程度）にカウンセリングを 識者懇談会」を設置し、精力的に検討を行った。懇談会からは、
従事させることにより自立能力の確立を図りつ 実施するなどの支援を行い、社会復帰率を前 在所者の社会復帰の促進や作業所の効率的利用に一層配慮しつ
つ、カウンセリング、就職指導等を行うことに 年度実績に比し１ポイント以上高める。 つ、再編に取り組むことが適切であるとの提言を１７年１２月に
より、中期目標期間中に、社会復帰率を２５％ いただいた。
以上（※）とすること。 その結果を踏まえ、北海道・広島両所の１９年度中の廃止を決

定した。
（ ． ）※参考：平成１０～１４年度実績 ２１ ０％

（２）国の都道府県労働局等との連携による就職 （２）都道府県労働局や障害者職業センター等と （２）在所者の社会復帰等の支援
情報の提供、障害者合同就職面接会等への参 の連携による就職情報の提供、障害者合同就 ① 自立能力の早期確立のための取組み
加奨励 個別企業に対する求人開拓等により 職面接会等への参加奨励、個別企業に対する 入所者の自立能力の早期確立のため、入所者毎の社会復帰プロ、 、
早期の就職を支援する。 求人開拓等により、早期の就職を支援する。 グラムの充実と定期的（３ヶ月に１回）なカウンセリングの実施

により社会復帰意欲を喚起した。
その結果、社会復帰率は平成１６年度実績に比し１．６ポイン

ト高まり、２３．７％となった （平成１８年３月末現在）。

② 都道府県労働局等との連携による早期就職支援
都道府県労働局（ハローワーク）と連携し、入所者に対する就

職情報の提供（１８９件 、障害者合同就職面接会への参加）
（２１人 、を実施したほか （独）高齢・障害者雇用支援機構） 、
地域障害者職業センターの専門カウンセラーから作業指導・助言
を受ける（１６人）など、早期の就職を支援した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

８ 納骨堂の運営業務 ８ 納骨堂の運営業務 ８ 納骨堂の運営業務 ８ 納骨堂の運営業務
産業災害殉職者の慰霊の場にふさわしい環境 毎年 産業殉職者合祀慰霊式を開催するほか 産業殉職者合祀慰霊式を開催するほか、遺族 （１）平成１７年１０月７日に産業殉職者合祀慰霊式を開催した。ま、 、

整備を行い、遺族等から慰霊の場としてふさわ 遺族への納骨等に関する相談窓口の設置及び植 への納骨等に関する相談及び植栽による環境美 た、納骨に関する相談に応じるとともに、植栽等を行い環境美化
しいとの評価を８０％以上得ること。 栽による環境美化を行う。 化を行う。 に努めた。

また、産業殉職者合祀慰霊式の開催時に満足 また、産業殉職者合祀慰霊式の開催時に満足
度調査を実施し、その結果を業務内容の改善に 度調査を実施し、遺族等から慰霊の場にふさわ
反映する。 しいとの評価を８０％以上得るとともに、調査 （２）産業殉職者合祀慰霊式において、参列遺族等６８０人に対して

の結果を検討し、業務の改善に反映する。 満足度調査を実施し、８９．５％（昨年８７．９％）の遺族等か
ら慰霊の場に相応しいとの評価が得られ満足度は約２ポイント向
上した。なお、満足度調査で不満足との評価は少なく、しかも昨
年の３％から２％へと改善した。

、 、また 昨年の満足度調査で意見の多かった開催時期については
９月を１０月に、開始時間については、１４時３０分を１３時
３０分に改善したことにより、時期に関する満足度は昨年の７６
％を約７ポイント、時間に関する満足度は昨年の７６％を約４ポ
イント向上した。

（３）さらに、平成１７年１２月からは、納骨堂に対する満足度調査
を慰霊式当日に限らず、毎日実施しており調査対象の拡大を図る
とともに今後の改善に生かすこととしている。

霊堂についての全体評価は、慰霊式当日の満足度調査及び日々
実施している調査の合計結果については、９０．１％の遺族等か
ら満足であるとの評価を得た。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

第４ 財務内容の改善に関する事項 第３ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画
「第２ 業務運営の効率化に関する事項」

で定めた事項及び次の事項に配慮した中期計 １ 中期目標中「第２ 業務運営の効率化に関す １ 中期目標中「第２ 業務運営の効率化に関す １ 中期目標で定めた一般管理費、事業費等の効率化目標及び労災病
画の予算、収支計画及び資金計画を作成し、 る事項」で定めた効率化目標及び次の事項を踏 る事項」で定めた効率化目標及び次の事項を踏 院においては中期目標期間の最終年度において収支相償を達成する
当該計画に基づいた運営を行うこと。 まえた予算 収支計画及び資金計画を作成する まえた予算 収支計画及び資金計画を作成する という目標を踏まえた年度計画を作成した。年度計画に基づく業務、 。 、 。

運営の結果は、１７事業年度財務諸表及び決算報告書のとおりであ
る。

１ 独立行政法人移行後の労災病院においては （１）労災病院については、中期目標期間中にお （１）労災病院については、新入院患者の確保、 (１）平成２０年度までに収支相償を目指すという中期目標・中期計（ ） 、
勤労者医療の中核的役割を的確に果たしてい いて、新入院患者の増を図ること等により診 平均在院日数の短縮、新たな施設基準の取得 画・年度計画を確実に達成するため、労災病院が取り組むべき事

、 「 （ ）」くため、中期目標期間中において、計画的に 療収入を確保しつつ、人件費の適正化、物品 等による収入の確保、人件費の縮減、労災病 項 方向性を示した 平成１７年度機構運営方針 労災病院編
経営改善を図り、経営基盤を確立し、収支相 調達コストの縮減、効率的な設備投資等によ 院間の共同購入等による物品調達コストの縮 を策定し、それを踏まえて、以下の取組を行った結果、当期損失
償（損益均衡）を目指すこと。 る経費の縮減を図ることにより、計画的に経 減、高度・専門的医療水準を維持しつつ稼働 は△７３億円まで圧縮し、平成１６年度の損失額△１２８億円か

営を改善し 収支相償 損益均衡 を目指す 率の高い機器を優先整備すること等により損 らは５５億円、平成１５年度からは２年間で１１８億円と相当の、 （ ） 。
益を改善する。 改善を達成した。

① 労災病院に対する経営指導・支援

ア 本部に設置する経営改善推進会議において、医師・看護師確
保対策等の支援制度を構築するとともに、昨年度に引き続き、
より高点数の施設基準の取得、地域医療連携の強化、病床削減
を含む効率的な医療提供体制を検討し、実施。薬品・診療材料

。 。・衛生材料の共同購入を導入 併せて職員給与引き下げを実施

イ 本部・病院間の協議（病院協議）において、運営状況及び、
、 、目標達成のための具体的取組 中長期な経営見通し等について

病院毎に協議を実施し、平成２０年度までの経営目標を策定。

ウ 経営改善病院に対して、昨年度に引き続き、毎月「経営改善
進捗状況報告書」を提出させ、継続的なフォローアップを実施
するとともに、亜急性期病床・障害者病棟の導入・病床の削減
等を指示し改善を図った。また計画の見直しが必要とされる病
院については、本部主導による「経営改善計画書」の再提出及
び協議を実施。

エ 上記「ウ」の経営改善病院の他、病院協議において決定した
年度計画の達成が危惧される病院（計画達成危惧病院）につい
ては、実地調査及び協議を実施し改善に向けての行動計画を策
定。

② 収入確保及び支出削減対策の具体的な取組

ア 診療収入の確保
病診連携の一層の推進、クリニカルパスの適応疾患の拡充及

び救急医療への積極的な取組などにより、平均在院日数を
１．１日短縮させた。

また、高額手術件数の増加、亜急性期病床の増床及び看護関
係の加算の上位施設基準取得などの取組により、入院診療単価
を１，６１４円増加させた。

以上により、診療収入等は４８億円の増収となった。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

イ 人件費の抑制
事務職・技能業務職等の業務委託化の推進により人件費を抑

制するとともに、以下の取組により、人件費を△２，３０１百
万円縮減した。

・医師以外の職員俸給２．５％カット
． 、 （ ）・賞与０ １４月分カット 管理職加算半減 １７年６月実施

ウ 医療諸費の縮減
薬品については、平成１６年度に引き続き、ブロック単位で

、 、共同購入を実施して 購入単価の引き下げに努めたことにより
薬品費を△１６７百万円縮減した。

また、医療材料については、新たに１０病院がＳＰＤ一括供
給方式を導入して、現在１９病院で稼働している。これに加え
て、１７年度においては、ＳＰＤ導入病院間での品目の統一化
を図り、スケールメリットを活かした共同購入も新たに実施し
たことにより、医療材料費を△１８５百万円縮減した。

エ 効率的な機器整備
収益性のあるＭＲＩ・ＣＴなどの高額医療機器については、

各病院が整備計画書を本部に提出し、必要性及び費用対効果を
検証した上で、優先整備を行っている。

収益性はないが、医療の質の向上に必要な電子カルテ・オー
ダリングシステム等の高額なシステムについては、各病院が導
入計画書を本部に提出し、病院の経営体力、システム及び価格
の妥当性等を検証した上で整備を行っている。

オ その他の取組
以上の取組に加え、全般的な経費の見直しも行い、特に下記

の取組により経費の縮減を図った。
・井戸水浄化システム、節水バルブの設置、買電業者との契約

等による光熱水費の縮減（△１８３百万円）
・清掃業務における清掃面積の見直しなどの業務委託内容の見

直し、競争入札の積極的実施等による業務委託費の縮減
（△１１０百万円）

・保守回数の変更、競争入札の積極的実施等による保守料の縮
減（△１０５百万円）

・印刷物の見直し、競争入札の実施等による印刷製本費の縮減
（△１９百万円）

・インターネットを利用した購入手段の活用、トナーカートリ
ッジのリサイクル品への切替等による消耗器材費の縮減
（△５百万円）

（２）労働安全衛生融資については、債権管理を （２）労働安全衛生融資については、貸付債権の （２）労働安全衛生融資については、貸付債権の （２）労働安全衛生融資については、貸付債権の適切な管理・回収を
適切に行い、財政投融資への確実な償還に努 適切な管理・回収を行うことにより、財政投 適切な管理・回収を行うことにより、財政投 行い、財政投融資への当年度償還は計画通り実行した。
めること。 融資への償還を確実に行う。 融資への年度別償還計画を確実に実行する。 また、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会より、具体的

な数値目標や処理方針等を明確にした上で、回収状況についての
評価を的確に行うべきであるとの意見が出され、平成１８年度計
画では、一般債権の弁済計画に基づいた年度回収予定額を年度数
値目標（回収目標）として新たに設定した。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

２ 予算（人件費の見積りを含む ） ２ 予算。
別紙１のとおり。 別紙１のとおり

３ 収支計画 ３ 収支計画
別紙２のとおり。 別紙２のとおり

４ 資金計画 ４ 資金計画
別紙３のとおり。 別紙３のとおり

第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額
１ 限度額 １ 限度額 短期借入金の実績なし。

４，１８４百万円（運営費交付金年間支出の ４，１３９百万円
３／１２月を計上）

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れの遅延による資金不足 運営費交付金の受入れの遅延による資金不足

等 等

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう 第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう 第５ 重要な財産の譲渡
とするときは、その計画 とするときは、その計画 ・平成１７年４月２６日に休養所「大沢野パレス」を譲渡した。

なし なし ・珪肺労災病院については、平成１８年１月２３日に土地・建物
等、平成１８年３月２０日に器具備品の売買契約を締結した。
大牟田労災病院については、平成１８年３月２３日に土地・建
物等・器具備品の売買契約を締結した。

第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途
本中期目標期間中に生じた剰余金について 労災病院においては施設・設備の整備、そ 剰余金はなし。

は、労災病院においては施設・設備の整備、 の他の業務においては労働者の健康の保持増
その他の業務においては労働者の健康の保持 進に関する業務の充実に充当する。
増進に関する業務の充実に充当する。
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第５ その他業務運営に関する重要事項 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項
なし 事項 事項

１ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画
（１）中期計画開始時の役職員の構成及び員数 運営費交付金を充当して行う事業に係る常勤 （１）人事に関する計画

① 役員：理事長１人、理事４人、監事２人 職員数については 「年度別削減計画」に基づ 運営費交付金を充当して行う事業に係る常勤職員数について、
（うち１人は非常勤） き△１４人を削減し、７８６人以内とする。 は、平成１７年度期首職員数（７８６人）の範囲内で配置した。

② 職員：運営費交付金職員８００人、労災 （参考）
病院職員１２，９２２人 平成１６年度期首 ８００人

平成１７年度期首 ７８６人

（２）人員に係る計画 （２）職員の活性化や能力開発に向けた新たな人事施策の展開
運営費交付金を充当して行う事業に係る常 ① 職員の能力開発・活性化

勤職員については その職員数の抑制を図る ⅰ「労災病院間派遣交流制度」の策定、 。
（期首：８００人 期末：７２０人） ⅱ「労災病院間転任推進制度」の策定

ⅲ「外部機関等研修制度」の策定
② 管理職の自己管理啓発促進

「個人別役割確認制度」の導入決定
③ 優秀な人材の確保

ⅰ 医師の確保
「初期臨床研修 「後期臨床研修」の他、」、
「労災病院群後期臨床研修制度」の策定

ⅱ 看護師の確保・充実
・ 看護体制の確保・充実に関する指針」の策定「
・看護職員募集ガイドブックの作成
・担当理事による４年制看護大学の訪問

２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画
（１）労災病院に係る計画 （１）労災病院に係る計画 （１）労災病院に係る計画

勤労者医療の中核的役割を効果的かつ効率 勤労者医療の中核的役割を効果的かつ効率 勤労者医療の中核的役割を効果的かつ効率的に担うため、労災
的に担うため、労災病院の老朽化等を勘案し 的に担うため、労災病院の老朽化等を勘案し 病院の老朽化等を勘案して、施設整備費補助金により次の病院の
て、施設整備費補助金（注１）により次の病 て、施設整備費補助金により次の病院の施設 施設整備を行った。
院の施設整備を行う。 整備を行う。
① 病院名 ① 病院名 ① 病院名

、 、 、 、関東労災病院、東京労災病院、東北労災 関東労災病院、東北労災病院、中部労災 関東労災病院 東北労災病院 中部労災病院 浜松労災病院
病院、中部労災病院、浜松労災病院、和 病院、浜松労災病院、和歌山労災病院、九 和歌山労災病院、九州労災病院
歌山労災病院、九州労災病院 州労災病院

② 予定額（注２） ② 予定額 ② 施設整備実施額
総 額 ５６，０９８百万円 総 額 １２，５７１百万円 総 額 １２，５６７百万円

（注１） 当該施設整備費補助金は、本中
期目標期間中に限る措置として講じられ
たものである。

（注２） 「予定額」は、中期目標期間の
施設建設費計画額である。
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中期目標 中期計画 平成１７年度計画 平成１７年度の業務の実績

（２）労災病院以外の施設に係る計画 （２）労災病院以外の施設に係る計画 （２）労災病院以外の施設に係る計画
労災病院以外の施設について、施設整備費 労災病院以外の施設について、施設整備費 労災病院以外の施設について、施設整備費補助金により労災看

補助金により施設整備を行う。 補助金により施設整備を行う。 護専門学校の校舎・学生寮の補修工事、リハビリテーション作業
① 予定額（注３） 予定額 ４９３百万円 所の浴室・トイレ等の改修工事等の施設整備を行った。

総 額 ２，４６７百万円
（注３） 「予定額」は、中期目標期間の 施設整備実施額 ３８８百万円

施設整備の計画額である。
（３）吹付けアスベスト等の対策

吹付けアスベスト等に関する目視調査及び成分分析等調査を実
施した。

なお、調査の結果、アスベストの含有が確認された施設は応急
措置を施し、一部については対策工事を実施した。

施設整備実施額 １０７百万円

（４）病院等保全業務の計画的な推進
① １６年度の「保全の手引き」の作成に続いて、１７年度におい

ては「施設別保全台帳」を整備するとともに、各施設の投資費用
を効率的に行うための「保全情報システム」を開発した。

② 施設における光熱水費の縮減を図るための総合的な省エネルギ
ー対策事業の試行としてＥＳＣＯ事業を旭労災病院に導入した。
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